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平成２３年第１回竜王町議会定例会（第４号） 

平成２３年３月２２日 

午 後 １ 時 ０ ０ 分 開 議 

於 議 場 

１ 議 事 日 程（４日目） 

日程第 １ 意見書第１号 東北地方太平洋沖地震における被災地への救援活動および支

援体制の整備等を求める意見書 

日程第 ２ 一般質問  
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一 般 質 問 

１ 民間経営のノウハウを活かした財政改革の成果について…… 蔵口嘉寿男議員

２ 新学習指導要領 小学校からの外国語活動に携わる教師について 

 …………… 山 添 勝 之議員

３ 町内に巡回バスを………………………………………………… 岡 山 富 男議員

４ 第五次総合計画基本構想での初年度の取り組みは ～町内の人口増について～ 

 ……………  岡 山 富 男議員

５ 定年後からの農業への取り組みは……………………………… 岡 山 富 男議員

６ 町職員の専門性を………………………………………………… 岡 山 富 男議員

７ 学校給食のピーアールを………………………………………… 岡 山 富 男議員

８ 防災情報システムの整備について……………………………… 大 橋  弘議員

９ 町民の願いである内発型の活性化施策について……………… 菱 田 三 男議員

10 図書館・公民館の協働による運営について…………………… 山 田 義 明議員

11 竜王町学校給食センターにおける衛生改善等について……… 貴 多 正 幸議員

12 竜王町財政健全化プランの取り組みについて………………… 小 森 重 剛議員

13 国保の患者負担金の減免について……………………………… 若 井 敏 子議員

14 安全安心の町づくりのために歩道と街路灯の整備を………… 若 井 敏 子議員

15 徴税の取り組みについて………………………………………… 若 井 敏 子議員

16 住宅リフォーム助成制度について……………………………… 若 井 敏 子議員

17 合併浄化槽の水質検査に補助を………………………………… 若 井 敏 子議員
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２ 会議に出席した議員（１２名） 

１番  蔵 口 嘉寿男 ２番 貴 多 正 幸 

 ３番  圖 司 重 夫 ４番 村 田 通 男 

 ５番  山 田 義 明 ６番 山 添 勝 之 

 ７番  菱 田 三 男 ８番 若 井 敏 子 

 ９番  岡 山 富 男 １０番 小 森 重 剛 

 １１番  大 橋  弘 １２番 寺 島 健 一 

３  会議に欠席した議員（なし） 

４  地方自治法第１２１条の規定により説明のため会議に出席した者 

町 長 竹 山 秀 雄 副 町 長 青 木  進

教 育 長 岡谷ふさ子 会 計 管 理 者 布 施 九 藏

総 務 政 策 主 監 川 部 治 夫
住 民 福 祉 主 監 兼 
健 康 推 進 課 長 

山添登代一

産 業 建 設 主 監 小 西 久 次 総 務 課 長 松瀬徳之助

政 策 推 進 課 長 杼 木 栄 司 生 活 安 全 課 長 若 井 政 彦

住 民 税 務 課 長 田 中 秀 樹 福 祉 課 長 吉 田 淳 子

産 業 振 興 課 長 兼 
農業委員会事務局長 

井 口 和 人 建 設 水 道 課 長 村 井 耕 一

教 育 次 長 兼 
生 涯 学 習 課 長 

赤 佐 九 彦 学 務 課 長 富 長 宗 生

５  職務のため議場に出席した者 

議 会 事 務 局 長 福 山 忠 雄 書 記 臼井由美子
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開議  午後１時００分 

〇議長（寺島健一） 皆さん、こんにちは。 

ただいまの出席議員数は、１２人であります。よって、定足数に達しています

ので、これより平成２３年第１回竜王町議会定例会を再開いたします。 

   これより、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

これより、議事に入ります。 

～～～～～～～～〇～～～～～～～～ 

日程第 １ 意見書第１号 東北地方太平洋沖地震における被災地への救援活動およ

び支援体制の整備等を求める意見書 

○議長（寺島健一） 日程第１ 意見書第１号を議題といたします。 

提出者の説明を求めます。２番、貴多正幸議員。 

〇２番（貴多正幸） 意見書第１号、東北地方太平洋沖地震における被災地への救援

活動および支援体制の整備等を求める意見書について、提出の理由を述べさせて

いただきます。 

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震により、甚大な被害が

発生し、多くの尊い命と財産が奪われた。被災地の方に対する迅速な救援・支援

活動の実施と、国民に対する正確な情報提供、国民総力を挙げた早期復興への取

り組み、また、今後の万全なる防災対策を強く政府に求めるものである。 

という内容につきましての意見書を、皆さんのお手元に配付させていただいて

おりますので、これについてよろしくお願いいたします。 

○議長（寺島健一） ただいま提出者の説明が終わりました。 

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。 

［「なし」の声あり］ 

○議長（寺島健一） ないようでありますので、質疑はこれで終結いたします。 

これより討論に入ります。討論ありませんか。 

［「なし」の声あり］ 

○議長（寺島健一） ないようでありますので、討論はこれで終結いたします。 

これより採決を行います。日程第１ 意見書第１号を原案のとおり提出するこ

とに賛成諸君の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○議長（寺島健一） 起立全員であります。よって、日程第１ 意見書第１号は原案
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のとおり提出することに決定されました。 

～～～～～～～～〇～～～～～～～～ 

日程第 ２ 一般質問  

〇議長（寺島健一） 日程第２ 一般質問を行います。 

質問および答弁は、簡単明瞭に要旨のみ願います。発言通告書が先に提出され

ておりますので、それに従い質問願います。 

   それでは、１番、蔵口嘉寿男議員。 

○１番（蔵口嘉寿男） 私は、今定例会において民間経営のノウハウを活かした財政

改革の成果について、質問をいたします。 

竹山町長は、町長に就任される前に「竜王町の財政は予断を許さない厳しい状

況にある。民間会社の社員や経営管理者の経験を活かして財政再建に取り組む。」

と再三にわたり訴えられ、竜王町長に当選されました。財政を再建すると強調さ

れた当時と、あと３年ぐらいで基金の積み立てが底をつくという財政悪化をどう

捉えておられるのか、お聞きします。 

民間経営のノウハウを活かして財政改革に取り組むとされたが、就任以来、民

間経営の視点でどのような成果をあげられたのか、お示しいただきたいと思いま

す。 

次に、平成２２年度予算編成にあたって多くの財源不足が生じることになり、

職員で構成する財政改革プロジェクトチームによる事業仕分けを行い、竜王町財

政健全化プランを策定して補助金の一律カット、各種委員手当の廃止、イベント

の隔年実施、建設事業の繰り延べなど、町民が痛みを感じる施策が多くとられま

した。 

さらに、平成２３年度予算においても平成２２年度の改革プランを踏襲し、さ

らに厳しい改革を町民に求めています。どのような民間的な発想で改革の目途を

立てようとされているのか、町長にお尋ねいたします。 

○議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 蔵口嘉寿男議員の「民間経営のノウハウを活かした財政改革の

成果について」のご質問にお答えいたします。 

就任させていただいて、歳入歳出実態の数字から、町の財政が逼迫し、想像を

遥かに超えたところまで硬直化が進んでいることを知り得ました。民間感覚なら

ば、金融機関に見放されても致し方ないのではと思えるくらいでありました。 

つきましては、平成２１年度予算編成にあたり、まず進行中の大型事業に目を
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向け、まちづくり交付金事業の総事業費枠を１０億円以内に抑制するように指示

を出し、あわせて当分の間、大型プロジェクトを見送ることを指示したものであ

ります。計画どおり進めていれば、その後生じることとなる景気悪化による税収

減といった状況下において、さらなる数字の悪化を招いていたということであり

ます。 

財政の健全化に向かっては、端的に申し上げますと、一般家庭における家計簿

と同じであり、収入に合わせて支出とバランスをとっていくことが重要でありま

す。これは、民間であろうと公共団体であろうと、何ら変わるところはありませ

ん。強いて申し上げるならば、民間は否が応にもその事業活動の根源となる財源

について自分たちで稼がねばならないという点に厳しさがあり、成果の有無が直

接自らの将来に大きく影響してくるところであります。 

就任直後の平成２１年度には、平成２０年度決算に基づく実質公債費比率が１

８.４％となったことに加えて、リーマンショックに端を発する景気の悪化を受

けて一層危機感を強く抱き、行財政改革に取り組みました。結果的には、平成２

２年度同数値が２０.１％に悪化したことは、お伝えいたしているとおりですし、

さらなる取り組みが必要となりました。 

また、民間の感覚という点でさらに申し上げますと、目標が定まったならば実

行あるのみということですし、答えが出なければ、そのプロセスにおいて行った

いかなる努力も評価されないという厳しさがあるという点であります。 

私は、行財政改革取り組み事項、また数字目標を決定するに当たって、前段に

て協議を重ねつつ、例えば、職員組合との行政経営懇談会、各委員会からの答申

等でありますが、お互いに中身をしっかりと確認し、共有を図って実行し、答え

を出していく手法を取らせていただいております。これは長年会社勤めをいたし

ておりました経験からの進め方であります。 

就任当初、既に立派な行財政改革プランが作成されてありました。議員もご承

知のことと存じます。これに準じて実行されてあったならば、恐らく現状はもう

少し違ったものとなっているのではと推察できます。私はこの点を謙虚に反省し、

決めたことは実行し答えを出すのが民間感覚であると捉えて行っているという

のが、この２年間に代表される健全化への取り組みであります。 

新年度予算において４億５,０００万円を繰り入れさせていただきますが、平

成２２年度では法人税の税収の回復も見込まれ、健全化取り組み効果とあわせて、

今後の公共施設の維持補修等、財政需要の増に向けた民間でいう内部留保の充実
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に向けて、加えて実質公債費比率が２０.１％に対して少しでも改善することに

より、町民の皆さんに必ずやご理解がいただけるものと、答えを出すために現在、

精一杯行政経営に当たる覚悟をいたしているところでございます。 

さて、次なる目途ということでありますが、①人件費圧縮は避けられない道、

職員組合との協議にて方針決定、②外郭団体のさらなる経営合理化、③予算規模

として適当な範囲を４６億円程度とわきまえ、一層の財政基盤の安定化を進める、

④効率的な財政運営に努め、結果剰余金が発生したときは、町債の繰上償還ある

いは将来を見据えて安定的な財政運営に向けた基金の充実を図る、⑤県下で最悪

の数字脱却のため、今後も継続して歳出の見直しに取り組む必要があるが、他市

町における同様の制度を下回ることのないように留意しつつ進める、⑥第五次竜

王町総合計画に沿って以後は人口増加に向かう投資に重きを置く、⑦県有地の一

日も早い開発と企業誘致、⑧町内企業との連携度を上げ、操業度アップへ行政支

援、⑨持続可能な自治体として地域力を向上させること、役割分担、協働の場を

拡大し予算の効率的執行を図る等々、以上、私の思いを含めてのものであります

が、今後も項目に沿った関係者の方々のご意見等も拝聴させていただきながら、

具体的目標を定めていき、これを実行し答えを出すようにしていくこと、「でき

ない」は禁句とされ、やるためにはどうするのかが民間手法であると申し添えま

す。 

以上、蔵口議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １番、蔵口議員。 

○１番（蔵口嘉寿男） ただいまお答えいただきましたが、私は昨年の１２月の定例

会におきまして、財政の硬直化を懸念した質問をいたしましたが、その当時は大

変、粛々と償還していくというふうな財政内容の説明であったわけでございます

が、２３年度予算編成にあたって約７億円の財源が足りないというふうなことに

ついて聞きまして、驚いているわけでございます。 

特に民間という形の中で町長さんに期待するところは、大阪府の橋下知事のよ

うに、赤字の財政を１年間で黒字にされましたように、やり遂げるという意思と

その決断と突破力であると思いますし、多くの方がそのことに称賛を送っている

と思うわけでございます。 

財政改革チームに仕分けをゆだねるのではなく、町長自らが方針を示して、そ

れによって明確なメッセージを職員に送られたということがあまり聞けなかっ

た。非常事態宣言をしたということについては伝わってきましたが、そこらあた
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りが我々については分からなかったということでございます。 

今いくつかあげていただきましたけれども、過去３年間の中において自らが決

断し改革したということについての事業名は、ただ１０億円の財政、要求額でご

ざいますけれども、大型プロジェクトを要求したということしか聞こえませんが、

その点についてお聞きします。 

２点目は、平成２２年度の財政健全化プランは、職員の仕分けによってされて、

それをプランとしてまとめられたものでございますが、それを平成２３年度にお

いては行財政改革委員会に諮問するというふうな項目を示して諮問されるとい

うふうに、平成２２年度ではやられなかったのに、わざわざ行財政改革推進委員

会に諮問して、その答えを得られるというふうな、私たちから言ったら二重手間

のことをされまして、民間であったら経営トップはその役目はしていないと思い

ますが、その辺のあたりもお答えいただきたいと思います。 

それから、財源の確保についてでございますが、話が長くなるかも分かりませ

んが、私、数年前に安土町の桜の時分に見学に行きましたところ、入園料と別に

駐車料を取っておられたというふうに、大変、事業団か観光協会か分かりません

けれども、やはりそういった幅広い歳入確保に努めておられるということについ

て、さすがだなというふうなことを思いました。 

ただ残念なことは、アウトレットの法定外公共物の使用料が、常任委員会の中

では１㎡１２円というふうな単価を説明された部分がございます。先ほど今年度

提案されておりました法定外公共物の使用料については、１㎡１００円というふ

うなことでございます。どのような形の中にしろ、民間の駐車料の使用料という

のは、実績があるわけでございますので、なぜそのようなことになっているのか、

財政の厳しい中で歳入確保についてそういう目が行きわたっていなかったのか、

その３つをお尋ねします。よろしくお願いします。 

○議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 具体的な数字について、もう少し説明をということでございま

す。数字を申し上げますと、就任させていただいたのが平成２０年でございまし

た。１９年度決算数字が私の出発点と、こういうことになります。 

財政調整基金が、平成１９年度９億１,０００万円でございました。平成２２年

度決算見込みで１０億６,０００万円でございます。これは、約１億５,０００万

円増加と、こういうことでございます。 

その他の基金の合計が、平成１９年度７億２,０００万円でございました。平成
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２２年度決算見込額が９億２,０００万円でございます。これが２億円増という

ことでございます。基金総計では、平成１９年度対比平成２２年度決算見込みで

ありますけれども、３億５,０００万円増でございます。 

一方、町債の残高でございますけども、一般会計の残高が平成１９年度６９億

円でございました。平成２２年度決算見込み５９億円でございます。これは、１

０億円少なくなったということでございます。 

特別会計でございますけども、平成１９年度が５６億６,０００万円でございま

す。平成２２年度決算見込みで５４億円でございます。数字は「約」ということ

でございます。これは、２億６,０００万円の減でございます。したがいまして、

一般会計・特別会計合わせまして、残高が１９年度対比１２億６,０００万円借

金が減ということになりまして、この分は肩の荷が下りたという具合には言えま

す。 

２３年度予算で４億５,０００万円を繰り入れさせていただきます。この数字

がそのまま新年度末までいきますと、２１年度水準ということになるわけであり

ますけれども、やはり１つには早期に公債費を詰められるように繰上償還をして

いくということと、先ほど申し上げました内容を中心に、収入の確保というので

しょうか、取り組みをできる限り早期にやってまいると、こういうことでござい

ます。 

それと、私は先ほども言いましたように、二度手間ではないと思っております。

やはりこういったことをやらせていただくということにつきましては、町民の皆

さん、あるいはできる限り多くの方にご理解をいただいて、そして、関係の委員

会の皆さんに十分なご議論をいただく。そして、そのやらねばならない項目をで

きる限り多くの方に共有していただいて進めていく、これが一番ご理解を得て協

力を得られるものではないかなという具合に考えているところでございます。今

後もその方法で進めてまいりたいという具合に思っております。 

それから、各公共料金の設定の中で、これはちょっと安いのではないか、ある

いはこれは現実味がないのではないかというようなご指摘でございますけども、

公共料金設定にあたりましては、これまたいろいろと各関係の皆さんでご議論を

いただいて決めさせていただいているところでございます。以上、お答えとさせ

ていただきます。 

〇議長（寺島健一） １番、蔵口議員。 

○１番（蔵口嘉寿男） 再度お尋ねいたします。 
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私、第１問に質問いたしましたのは、そういう財政的な数字ではなしに、町長

自らが財政改革に向けた熱意であるとか基本姿勢を、トップとして明確に今まで

されていなかったのではないかということで、それをどういうふうなことでやっ

てこられたのかということを示していただきたいということを申し上げました

ので、再度そのことについてお尋ねをいたします。 

それから、２番目に質問いたしました行財政改革推進委員会に諮るまでに、も

う既に事業仕分けを行って、財政健全化プランを立てていたのに、わざわざその

項目をあげて行財政推進委員会に諮られているのはおかしいと。それならば、ト

ップの姿勢でやられていたらいいのではないかなということをお伺いしており

ますので、そのことが必要ということは、どうも、２２年度にやられてないのに

２３年度にやられたということがおかしいということを言っておりますので、そ

の点についても再度お尋ねしたいと思います。 

それから、土地の使用料については町長の決裁でございますし、それは委員会

に諮って決めるものではなしに、既にそれは決裁されてその金額で長期間貸し出

すということになっておりますので、そのことについてもう一度お尋ねしたいと

思います。 

もう１つ最後には、今後の見通しについて、９項目をあげて説明されましたが、

この金額は何年にどれだけの金額をするのかという数字をお示しいただきたい

と思います。以上、お伺いします。 

○議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） まず、最後の数字でございますけども、これからの取り組み事

項でございますので、１つひとつ具体的に目標を立てていき、数字設定をしてい

く。このことにつきましては、またしかるべき時にご報告をさせていただきたい

と存じます。 

私は、トップとしてのその姿勢の示し方がということでございますけども、ま

ず職員の中に意識改革をすることが第一番だと考えまして、私の民間的な感覚は、

決めたら実行しないといけないと。先ほど申し上げましたように、過去に非常に

立派な行財政改革プランが立ててあったのを、この前の委員会でも皆さんにお話

ししたとおりであります。決めたらやはり実行する。そして、出来るところから

でも取りかかっていく。こういったことでやっていかないといけない。この姿勢

を意識改革として職員に何回も何回も伝えてきて現在に至っているということ

でございます。 
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それと、行財政改革推進委員会の審議についてのことでございますけども、就

任させていただいて、その次の年は確か職員による行財政改革のプロジェクトチ

ームでいろいろと事業の見直しをやっていただきました。たくさんある事業の中

で、見直し・廃止、それとやり方の工夫、そういったことでの答えといいますか、

審議内容の報告を受け、その中で取り組むべき事項を、その時は住民の皆さんへ

の説明でやらせていただいて、実行に移させていただいたという経緯がございま

す。以上、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） ただいま町長の方から、財政の健全化に向けました行財

政改革推進委員会等への協議の回答があったわけでございますが、私の方から少

し経緯につきまして補足をさせていただきたいと思います。 

２２年度からの予算に向けまして、財政の健全化に取り組むというふうなこと

で、その計画を３月の定例会に提案をさせていただきました。そして、一般質問

の中で、当初、我々は、議員ご承知のとおり内部の検討委員会でもちまして、我々

の実施いたします事業につきまして見直しをさせていただきました。そしてそれ

を町長の方へ提言をいたしまして、２２年度の計画を取り決めさせていただいた

というふうなことでございます。 

そして、その中でまた２３年度につきましても一定、扶助費等の見直しを行う

というふうな提案もさせていただきました。そういった時に一般質問の中で、内

部だけの検討ではなく、住民さん等を交えた検討をというふうなご意見も頂戴を

いたしましたので、２３年度の取り組みをいたします扶助費等の所得制限の導入

につきましては、特に住民の皆様方にも影響を及ぼすというふうなことでござい

ますので、住民皆さんからのご意見を行財政改革推進委員会を開催をいたしまし

て頂戴いたしたというふうなところでございますので、よろしくお願いいたしま

す。以上、補足説明とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 小西産業建設主監。 

○産業建設主監（小西久次） 法定外公共物の使用料金でございます。このことにつ

きましては、町長の方から答弁があったとおりでございますけれども、駐車場と

して法定外公共物の部分を使用していただいているのは、物件については１万５,

８１１㎡ございます。そのものにつきましては、当然、もともと雑地でございま

したので、凹凸がございます。そういう部分におきまして、特に整地の面、通常

ですと町が整地工事する場合は、町が造成して、そして使用料をいただくという
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手筈になっております。けれども、今回、事業者に対してすべて整地等も事業者

等でやっていただいて、そして借地していただくということでございます。 

そういうようなところから、諸費用を鑑みまして、そして、町長が申されまし

たように決裁をいただきまして、１㎡１００円ということで使用を２２年度から、

今年度２３年度も１００円ということで使用料を設定しているものでございま

す。 

質問にございました１０いくらというのは、私ども……、 

（「普通財産の臨時駐車場に貸してあるもの」との蔵口議員の発言あり） 

その数字につきましては、今、私どもが把握しているのは１００円ということ

でしておりますので、予算もそのように見させていただいておりますし、前年も

そういうことで見させていただいたところでございます。以上でございます。 

（「普通財産で貸してあるでしょう、法定外 

  公共物以外で。」との蔵口議員の発言あり） 

〇議長（寺島健一） この際申し上げます。ここで午後１時４０分まで暫時休憩いた

します。 

休憩 午後１時３０分 

再開 午後１時４０分 

〇議長（寺島健一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

松瀬総務課長。 

〇総務課長（松瀬徳之助） 蔵口議員の質問にお答えをいたします。 

蔵口議員の方から、㎡当たり１２円というふうな数字のご指摘をいただいたわ

けですけれども、確認いたしましたところ、すべての普通財産につきましては㎡

当たり１００円で貸し付けをいたしております。須惠の町有地、薬師の配水池の

北側、そして配水池の入り口というふうなところで、３か所の普通財産につきま

して㎡当たり１００円という形で契約をさせていただいておりますので、お答え

させていただきます。 

（「アウトレットは？あとから貸した分。」との蔵口議員の発言あり） 

お答えをさせていただきます。アウトレット駐車場のことでしょうか、すべて

一応アウトレットの関係につきましては、㎡当たり１００円という形で統一をさ

せていただいております。 

〇議長（寺島健一） 次、６番、山添勝之議員。 

○６番（山添勝之） 新学習指導要領。小学校からの外国語活動に携わる教師につい
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て。 

平成２３年４月から始まる小学校からの外国語活動については、新聞等多くの

メディアで報道されており、関心度の高さを窺い知ることができます。しかしな

がら、その内容は方針・目的といった学習指導要領の解説部分が主で、教師サイ

ドの問題点については、ほとんど報道はありません。 

ある教師の集いにおいて、その外国語活動（英語教育）を任されることになる

教師の７０％以上が「英語を教える自信がない、不安だ」と訴えております。そ

のため、多くの場合ＡＬＴ任せが大半であり、その方との打ち合わせも不充分と

の報告がされております。 

それは当然のことでありましょう。彼らのほとんどが教えるための英語学習を

してきたわけでもなく、ましてや小学生という、英語に対する白紙状態にある多

くの子どもたちに教えるわけですから、その責任たるや重大なものがあります。

校内研修や外国人等の講師を招いて１日・２日の勉強会を行っても、即座に英語

力や教え方が上達するわけではありません。 

そこでお訊ねします。竜王町での小学校の外国語活動の取り組み活動方針、方

向性を伺います。契約ＡＬＴの人員と年間授業回数、その活動についてお訊ねし

ます。小学校外国語活動の導入により、中１ギャップが懸念されます。その対応

についてお伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 山添勝之議員の「小学校から外国語活動に携わる教師につ

いて」にお答えいたします。 

議員ご高承のとおり、平成２３年４月から小学校において新しい学習指導要領

に基づいた教育課程を全面実施し、小学校５・６年生においては、外国語活動を

実施することとなっています。 

中央教育審議会は外国語活動の導入の理由について、①社会や経済のグローバ

ル化が急速に進む中、異なる文化の共存や持続可能な発展に向けた国際協力の必

要があり、学校教育において外国語教育の充実が課題であること。②我が国にお

いては、これまで中学校で始まることとなっていたが、中学校外国語科では、聞

くこと、話すこと、読むこと、書くことの４技能を一度に取り扱うことになり、

指導の難しさが指摘され、むしろ簡単なあいさつや自己紹介などは小学校段階で

の活動こそがふさわしいと考えられること。③これまでも小学校段階では、英語

活動を総合的な学習の時間を活用して、実施してきた経緯もあったこと。④そこ
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で、教育の機会均等や中学校との円滑な接続等の観点から、高学年において一定

の授業時間を確保する一方で、教科とは位置づけない外国語活動とした。加えて、

中学校外国語科では原則として英語を履修することから、小学校外国語活動にお

いても英語を取り扱うことを原則とした、としています。 

そのうえで、学習指導要領では、外国語活動の目標を「外国語を通じて、言語

や文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす

る態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミ

ュニケーション能力の素地を養う」としています。 

なお、議員が懸念されている小学校教員の７０％以上が「自信がない、不安だ」

と訴えていることに関しましては、文部科学省は平成２１年度から、「英語ノー

ト」および指導書、「英語ノートＣＤ」を作成し、全国の小学校に配布する中で、

共通教材として指導するよう対策を講じてきました。  

そこでまず、議員お尋ねの「竜王町での外国語活動の取り組み活動方針と方向

性」についてでございますが、竜王町教育委員会としましては、導入された経緯

や目標の達成に向け、これまでも積極的に取り組んできましたし、これからも教

育行政基本方針における重点施策として取り組んでいく所存です。特に平成２３

年度は中学生国際交流団の派遣の年でもありますし、この機会を捉え、小中学生

英語暗誦大会の開催をはじめ、中学生の英語検定受検者数６０％を数値目標に掲

げ、小学校外国語活動を含めた外国語教育全体の推進に取り組む所存であります。 

これまで本町においては、外国語活動の円滑な導入に向け、平成２１年度には、

文部科学省から「外国語活動における教材の効果的な活用及び評価の在り方等に

関する実践研究事業」の委託を受け、竜王小学校において実践的な研究を進めて

きました。そして、今年度におきましても、滋賀県教育委員会から「外国語活動

スプレッド事業」実践研究校の指定を受け、計画的な導入に努めてきました。 

この２年間の研究において、特に本町がめざしましたのは、「学級担任が中心

に取り組む外国語活動」です。２年間の研究発表大会における授業公開でも、も

ちろんＡＬＴやＪＴＥ（日本人英語講師）と学級担任がＴ・Ｔ（ティーム・ティ

ーチング）で進める授業も公開しましたが、学級担任が１人で進める外国語活動

についてをメインに授業を公開してきました。現在のところは、英語を比較的得

意とする教員が研究の中心として取り組んできましたが、２年間の研究で蓄積し

てきた教材や指導方法等の成果を、他の教員へも拡大していく方針です。 

また、竜王西小学校においても町費で同一のＪＴＥを配置していることから、
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２小学校が足並みを揃えながら取り組んでいけるよう善処しています。 

２つ目の「契約ＡＬＴの人員と年間授業回数や活動」について、お答えします。

ＡＬＴについては、１名を中学校に配置しております。ＡＬＴが参加して中学校

で行う授業は、中学校の学級数が１３学級で、各学級週当たり３時間配当される

英語科の授業のうち、週に１時間は授業に参加することとしていますので、週当

たりの平均は１３時間となります。また、中学校の授業以外に、月曜日午前中に

竜王西小学校３時間、金曜日午前中に竜王小学校に２時間の派遣をしています。

また、クリスマス会など臨時に幼稚園に出向いて活動する場合があります。これ

らの時間を合計しますと、週当たり１８時間となります。年間３５週として、計

年間約６３０時間となります。 

しかし、ＡＬＴの活動は授業だけではなく、異文化紹介コーナーを設置したり、

特別活動や部活動の指導にも参加するなど、授業以外にも積極的に参加し、日常

的な学校生活においても教職員の１人として同様の職務を果たしていることを

つけ加えさせていただきます。また、議員ご指摘のとおり、各授業ごとの教員と

の事前打ち合わせの時間も活動のひとつとなります。  

なお、小学校外国語活動をより推進できるようＪＴＥ（日本人英語講師）を配

置しています。竜王小学校においては、県費の社会人講師枠を活用、竜王西小学

校においては町費で配置しています。配置したＪＴＥは同一人物ですので、小学

校外国語活動の定着をめざし、学級担任とともに中心的に取り組めるようにして

います。ＪＴＥは竜王小学校で週４時間、竜王西小学校で週３時間の計７時間を

３５週ですから、年間２４５時間授業に入ることになります。 

３つ目のご指摘の「小学校外国語活動の導入により中１ギャップが懸念される

こと、その対応」についてお答えします。先ほども述べましたように、小学校外

国語活動の導入の理由として、中学校外国語科では、聞くこと、話すこと、読む

こと、書くことの４技能を一度に取り扱うことになり、指導の難しさが指摘され、

むしろ簡単なあいさつや自己紹介などは小学校段階での活動こそがふさわしい

と考えられることと説明させていただきました。そう考えると、小学校外国語活

動はむしろ中１ギャップを埋めるために導入されたと考えています。 

なお、本町においては、これまでの２年間の研究の成果をさらに深めるべく、

次年度から２年間、滋賀県教育委員会の「外国語教育プロモート事業」の指定を

受け、竜王小学校と竜王中学校を実践研究校とする予定です。この研究は、小学

校外国語活動から中学校英語科への円滑な移行、小中連携に重点を置いた研究と
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なります。議員がご懸念されるような事態にならないよう、本町としてはこれか

らも計画的に推進していく所存であります。以上、山添議員のご質問に対する回

答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ６番、山添議員。 

○６番（山添勝之） 富長課長の最後の言葉で、大変、教育委員会として同じように

関心を持って進めているということは確かに窺い知ることができましたけれど

も、私が質問していることにおいて、ある教師のつどいにおいてそういう言葉が

７０％ということは、やはり小学生に教えていくということの大切さだと思うの

です。 

実は私の知人で、京都の方で英語堪能、そして長いこと英語圏内にお住まいで、

今は日本においでなんです。その方から聞いた話によりますと、私がもし小学校

の先生になってくれと言われたら、私は断ると。自信がないと言う。やはり先ほ

どと同じで。ところがその方は、大学でも教えている、それからその他コミュニ

ティの場でもすべていろいろな方に対して教えておられるわけなんですけれど

も、「小学生に関してはちょっとねぇ」ということでございました。英語堪能だ

から先生になれるというわけではないと思うのですけれども、一番大事な小学生

のころですから、人間性も大事だろうというふうに思うわけなんですけれども、

すべてが担任でございますから、すべて担当の児童を把握されると思っています

けれども、その辺も含めてやはりもっと、一般論として大事なことかなと思って

おりますので、竜王町はどうですかという話を聞いておるわけなんです。 

それとあと、ＪＴＥの話で、この方は教師の資格をお持ちなのかどうか。日本

の方ですよね。その辺もう一度お聞きしたいのと、再度、本当に今、竜王西小学

校あるいは竜王小学校を含めて、５・６年生の担当の先生方が、本当に自信を持

っておられるのか。再度お聞きしたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 山添議員さんの再質問にお答えいたします。 

小学校外国語活動で授業を展開するのは、今申しましたＡＬＴやＪＴＥの方々

ではございません。あくまでも授業を行うのは担任が行う。そのメリットは、ど

れだけ英語が堪能であったとしても、小学校５年生・６年生段階の子どもの様子

を、あるいは担任の子どもたちの一人ひとりの具体的な様子を知っているわけで

はない。授業の展開そのものは、ほかの授業と同じようなものも当然含まれてく

るわけです。黒板の表示の仕方、子どもたちを惹きつける魅力ある話し方、展開
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の仕方、そういうふうなものは今まで培ってきた小学校の学級担任だからこそで

きる部分がございます。 

ネイティブな英語の発音とか正しい英語の発音等については、ＪＴＥの方やＡ

ＬＴの方の発音を使わせてもらうということは必要になると思いますが、それは

あくまでも補助的な立場で授業に入っていただくものでありまして、主はあくま

でも小学校の担任が授業を行うというふうなものでございます。 

先ほども申しました英語ノートのようなものに指導展開例が載っております。

それをもとにしながら、自分のクラスの実態に合った授業展開を担任が考えて、

ネイティブな発音とかを中心にＡＬＴやＪＴＥの方にお手伝いをしてもらって

いるというふうなことが外国語活動の展開の実際でございます。 

先ほどご質問にありましたＪＴＥの方が必ずしも小学校の免許を持っていなく

ても、社会人活用の中で入っていただくこともできますし、あるいは来年度から

お願いする方については、小学校の免許を持っておられたと思っております。た

だ、あくまでも授業を展開するのは、小学校のそれぞれの担任が展開を行う。Ａ

ＬＴやＪＴＥの方々は、あくまでも補助に入ってもらうというふうな形で授業を

考えております。以上でございます。 

〇議長（寺島健一） ６番、山添議員。 

○６番（山添勝之） 今、もちろんＡＬＴは補助員というのは、それはそのまま訳し

てもそういうことでございますので、分かるのですけれど、竜王の場合、今、英

語ノートというふうにおっしゃいました。ほかにも資料はいっぱいあると思うの

ですけれども、ＤＶＤとかいろいろやっていかれると思います。 

ただ、私が言いたいのは、そういうものだけを使っての教育ならば、全国画一

化された、確かに中１ギャップは少なくなるかも分からない。みんな同じレベル

でやっているから。だけど、「らしさ」というものがないと思うのです。これは

そちらから出た文書だったかな、分からないけれども、「そういう資料は使いま

せん」と、「教師が自分の力で教えていきます」というところもあるみたいなん

ですよね。そういうものの考え方はどうでしょうか。再度言います。そういう資

料だけに頼った、いわば今、富長課長がおっしゃいましたけれども、アシスタン

トですから、確かにメインではないわけで、分かるのですけども、そういう資料

だけを使った教育ではなしに、その先生の個性ある教え方、「私はこうやって教

えていくのだ」というところを持っている先生が、私は出てほしいなと思うので

すけれども、やはりどうしてもそういう資料でもって、ＤＶＤとか、そのとおり
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に見せて、あるいはそのとおりに教えてというふうにだけ今後もやっていかれよ

うと思っておられるのか、最後の質問としてお答え願いたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 山添議員さんの再々質問にお答えいたします。 

外国語活動そのものの目標が、このように書いてございます。「外国語を通じ

て、言語や文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図

ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませなが

ら、コミュニケーション能力の素地を養う」と。 

今まで私も何回か小学校へ出向きまして、小学校の外国語活動の授業の様子を

見てまいりました。子どもたちは喜んで、いきいきとした顔で授業に取り組んで

いる姿が、私の頭には印象的に残っております。 

もちろん、現段階では英語ノートやＣＤ等の資料に頼らざるを得ない部分も当

然あると思います。ただ、力のある、もともと英語の免許を持っている小学校の

教師もおりますので、その者を中心として独自の、英語ノートに頼らない、ある

いは英語ノートをさらに発展させた自分の独自の授業展開、目の前の子どもたち

の実態に即した授業展開を進めていっている例も、少しずつですが見られている

というふうに思っております。 

ただ、まだ導入されて間もない、来年度から正式導入でございますので、現段

階では英語ノート等の頼るべき資料に基づいて授業を展開していくというふう

なことに、そのことで一定の学力の保障を見ていくというふうなことも大事では

ないかな、そんなふうに考えております。以上、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 岡谷教育長。 

○教育長（岡谷ふさ子） 山添議員さんの再々質問に対しまして、私の方から簡単に

お答えさせていただきます。 

竜王の小学校におきましては、ここ２年間、県内の他の小学校に比べまして先

進的に研究指定等受けまして、いろいろと取り組みを進めてまいりましたので、

さまざまな実践活動事例につきましては、集積してございます。それらを全教職

員が研究授業として学んできましたので、それらを基本にいたしまして、今後、

自らのオリジナルの英語活動、小学校英語活動に取り組んで行けるものと考えて

おります。大変前向きに捉えておりますので、そういう意味では今後の取り組み

を期待しているところでございますので、今後ともご指導また授業参観等、でき

ましたらよろしくお願いしたいと思います。以上でございます。 
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○６番（山添勝之） 力強い言葉、ありがとうございました。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山富男議員。 

○９番（岡山富男） 平成２３年第１回定例会一般質問で、私は５問の質問をさせて

いただきますので、よろしくお願いしたいと思います。 

まず最初に、「町内に巡回バスを」ということで質問させていただきます。こ

のことに関しましては、一般質問で何回か質問させていただきましたが、再度質

問させていただきます。 

昨年に大型商業施設がオープンし、また、今年早々に平和堂フレンドマートが

オープンし、役場を中心とした中心核（タウン）構想によるまちづくりができつ

つありますが、中心核に来る交通手段がないため住民さんからの不安の声も聞い

ております。２３年度の予算にも計上されています公共交通対策費での使い方は

どのように考えておられるのか、また、以前からあります公共交通推進協議会の

存続はどのようになっているのか、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 岡山富男議員からの「町内に巡回バスを」のご質問に

お答え申し上げます。 

平成２３年度当初予算における「公共交通対策費」に関わる予算といたしまし

ては、総務費の企画費の公共交通機関対策費として、岡屋線の生活交通路線維持

費補助金および八幡竜王線のコミュニティバス運行委託補助金について、１,６

４７万５,０００円を計上しております。また、土木費の都市計画費の都市再生

整備費の中に、公共交通対策検討業務委託料として６００万円を計上しておりま

す。 

この委託業務は、まちづくり交付金事業において、原則的には、タウンセンタ

ーを中心とする竜王中央地区を範囲とする公共交通のあり方を検討し、運行実験

を行うものであります。 

あり方検討では、「公共交通にかかる現状調査・分析」「利用者ニーズの把握」

「公共交通システム案の検討」「運行実験の実施方針の検討」「住民意識の醸成」

を考えており、運行実験の実施方針を固めていく中で、まずは、タウンセンター

に訪れやすい環境づくりとして、運行実験の実施を目標に進めてまいりたいと考

えております。 

また、公共交通対策協議会については、ご承知のとおり、ＪＲバスの運行廃止

を契機に、町内の乗合バス輸送等の生活交通の維持・確保にかかる協議調整を担
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う協議会として、平成１６年度に、町議会議員・区長・団体代表・関係行政機関

職員・路線バス利用者の方々などで立ち上げられました。まずは、ＪＲバス代替

運行について協議が行われ、現在の八幡竜王線・コミュニティバス運行が方針づ

けられました。 

あわせて、今後の公共交通のあり方として、そのコミュニティバスの再編や赤

字路線バスの利用者の拡大に向けた啓発等のご意見をいただいており、当時も生

活拠点づくり（いわゆるタウンセンター）とセットした公共交通の充実拡大のご

意見もいただいているようでございます。 

ご質問の協議会については、設置要綱は残しておりますが、かかる課題も大き

く、効果的な方向を示し、ご協議いただく段階に至っておらず、現時点では委員

委嘱を行ってはおりません。ついては、前段にご回答申し上げました「公共交通

対策検討業務」の中で、十分な調査分析を踏まえ、バス路線の拡充のみに限らず、

様々な形態を工夫し、さらに、真に移動手段を必要とされる方への対応策として

一定の方向性を見出せる段階において、当協議会も含め関係機関の皆さんとの協

議を深めてまいりたいと考えております。以上、岡山議員のご質問に対する回答

とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） ありがとうございます。 

特に役場中心をということで考えていただいているというのは分かるのです

けども、それの具体策がまだこれから検討中ということなんですけど、特にその

中でやはり竜王町、ある一定、寮をはずした中でいきますと、高齢化率がだいぶ

ん高くなってくると思います。そうなってくると、徐々に車に乗られる方が少な

くなってきて、やはりバスの必要性が出てくると。それを巡回で回ってくるとい

うことですので、そこら辺が本当に含まれた中の検討をされるのかどうか、これ

が１つと、あと、先ほど協議会を進めていきたいと言われているけれども、２３

年度ではこの協議会の会議はされるのかどうか。これだけ質問したいと思います。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 岡山議員さんからの再質問２点について、お答えをさ

せていただきます。 

まず、エリアの拡大、さらには対象者の範囲ということも含めまして、まずは

まちづくり交付金事業の中で調査検討を十分踏まえまして、その中でもエリアの

拡大、対象者の拡大ということも検討を進めてまいりたいと思います。 
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そういった中では、そういった検討段階におきまして新たな補助事業の活用等

も含めまして、現在の課題でもありますし、また将来の課題でもありますので、

積極的に取り組んでまいりたいと思います。具体的な手法等見出されましたら、

ぜひともご協力、ご支援をお願いしたいと思います。 

また、協議会につきましては、先ほども申しましたように、２３年度の業務の

中で様々な検討をする中で、一定の方向性を見出せる段階になりましたら、現在

までの協議会も含めまして協議の場を持っていきたいと考えております。 

現時点で、新年度の中には委員経費は見ておりませんが、そういった場面にな

りましたら、ご支援、ご協力をいただくこととなりますので、ぜひともよろしく

お願い申し上げたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 次の質問お願いします。９番、岡山富男議員。 

○９番（岡山富男） 次、２問目ですけども、第五次竜王町総合計画基本構想につい

て、初年度の取り組みはということで、町内の人口増について。 

第五次竜王町総合計画基本構想が制定され、初年度としていくつかの取り組み

を計画されていますが、その中で特に町内の人口増についてということで、１つ

目として、人口増への対策と地域の活力を高めることを目的とした特別枠として、

平成２３年度で１,０００万円の予算計上はどのように考えておられるのか、お

伺いいたします。 

また２つ目として、ダイハツの寮・積水樹脂みゆき寮等を退寮された人を町内

に定住していただくために、集合住宅・一戸建て住宅の優遇措置は考えておられ

るのか、お伺いいたします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 岡山富男議員の「第五次総合計画基本構想での初年度の

取り組みは」のうち、人口増への対策と地域の活力を高めることを目的とした特

別枠の平成２３年度当初予算への計上事業についてのご質問にお答えいたしま

す。 

第五次竜王町総合計画基本構想をお認めいただき、平成２３年度から計画期間

がスタートすることとなっております。この基本構想では、本町の人口減少を抑

制し、特に若い世代の増加をめざして、目標人口を１万４,０００人と設定して

おります。また、この構想は、町民と行政が共有する協働のまちづくりに向けた

計画となるよう、それぞれの自治会での地域力の向上を図ることも重要な課題で

あると認識しております。 
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このようなことから、平成２３年度予算の編成にあたって、特認事業として定

住人口増加、地域力向上に資する事業を特別枠として実施することとし、財政健

全化の取り組みとあわせて、次の５つの事業について予算計上させていただいた

ところであります。 

人口増加に向けた事業として、名神竜王インターチェンジ周辺町有地事業可能

性調査業務委託３００万円、定住化促進事業として地区計画の策定検討および空

き家対策にかかる調査等業務１５０万円、町民と行政との協働によるまちづくり、

地域力向上に向けた事業として、地道で心温まる活動を陰日向となりながら続け

てこられた方を表彰するまちづくり活動表彰事業６万１,０００円、協働のまち

づくりに向けた第 1 段階となる職員の認識転換にかかる研修として協働のまちづ

くり事業３０万円、各自治会での地域力向上に向けた地域コミュニティ計画をモ

デル的に策定するコミュニティ支援事業４５万円を予算計上させていただいた

ところでございます。以上、岡山議員のご質問に対する回答とさせていただきま

す。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 続きまして、２点目の「集合住宅・一戸建て住宅優遇

措置は」のご質問についてお答えいたします。 

竜王町の人口は、町内に立地する大手企業の社員寮があり、これらの寮に常に

一定数ご入居いただいておることによりまして、ほぼ横ばいの状態で推移してお

ります。これらの社員寮居住者分を除けば、本町の人口は減少傾向にあり、既存

の集落においては、子どもの割合が減少し、高齢者の割合が高くなっております。 

こうした中、ほぼ全域が市街化調整区域である本町において、平成１９年度に

都市計画マスタープランを策定することにより、土地利用、人口増、産業の活性

化に向けた取り組みを進めてきました。 

ご質問の社員寮居住者に定住していただくための住宅優遇措置につきまして

は、今のところありませんが、第五次竜王町総合計画基本構想にもあります定住

人口の増をめざすための施策の一歩として、平成２３年度におきまして国土利用

計画の見直しと都市計画マスタープランの見直しを行い、多くの方々に住んでい

ただくために今後検討してまいりたいと考えております。 

さらに、町内における新たな住宅地の確保に向け、住民発議による地区計画の

策定や、空き家等の活用促進に向けた施策の検討を行ってまいりたいと考えてお

ります。その中で調査研究を重ねていく課題であると考えておりますので、ご理
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解賜わりますようお願い申し上げます。以上、岡山議員のご質問に対する回答と

させていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） 特に２番目で、「今のところは考えてない、第五次で考えてい

く」ということなんですけど、見通しがなかったということで、残念という言葉

しかないですね。 

やはり、回答の中では一戸建てとか空き家とか、そういうことばかり言ってお

られるのですね。私は集合住宅をどうするのかと言っているのですよ。これをも

っと考えてもらわなかったら、ダイハツの寮、２５歳・２６歳、この方がいきな

り出てきて一戸建てを持てますかと言うのです。やはり集合住宅に入るというの

がありますでしょう。積水の寮の皆さんもそうだと思いますよ。 

まして、これから平成２５年には県有地で工場が発進されるという計画を持っ

ておられます。その時に一戸建てをどうですかと言っても、集合住宅はありませ

んかと言ったら、ここでまた逃げられますよね、町内から。まずそういうところ

を考えてくださいよ、もっと。これをどうするのかと。そのあとに一戸建てとい

うのが出てくるのですよ。それが全然回答に入ってこないのですよ。これはどう

ですか、質問させていただきます。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 岡山議員さんの再質問にお答えさせていただきたいと

思っております。 

２３年度から第五次竜王町総合計画が始まるわけなんですけども、この中にお

きまして、２３年度から都市計画マスタープランも見直しをさせていただく中に

おきまして、今日までなかなか市街化調整区域というような中で、集合住宅とい

うのも難しい部分がございました。 

市街化区域においては一部、それぞれ条件等がある中で建設もできるというこ

とでございますけども、今後につきましてはこの部分も十分考えながら対応させ

ていただきたいなと、このように思っております。以上、お答えとさせていただ

きます。 

〇議長（寺島健一） この際申し上げます。ここで午後２時３５分まで暫時休憩いた

します。 

休憩 午後２時２５分 

再開 午後２時３５分 
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〇議長（寺島健一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

次の質問に移ってください。９番、岡山富男議員。 

○９番（岡山富男） ３問目の質問をさせていただきます。 

「定年後からの農業への取り組みは」ということで質問いたします。定年後か

ら７０歳までの方を農業に取り込むための具体的な手立ては考えているのか。ま

た、大規模農家の安定を図っていくことを中心として、法人化に向けた組織の充

実・拡充を図るための具体策は考えておられるのか、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

〇産業振興課長（井口和人） 岡山富男議員の「定年後からの農業への取り組みは」

のご質問にお答えします。 

平成２３年度から本格実施されます戸別所得補償制度では、国内の食糧自給率

の向上と持続可能な農業経営により、国内農業の安定確保をめざしております。 

竜王町におきましても、第五次竜王町総合計画基本構想におきまして、持続可

能な農業経営のために大規模農家・農業生産法人の育成を進める一方、定年退職

後の帰農者・新規就農者を取り込むこともめざしております。 

定年退職後の帰農者・新規就農者においては、年間を通した農作業が可能とな

ることから、収益性が高い施設園芸への誘導を考えており、国の規制仕分けでも

取り上げられているように、最近の農業、特に施設栽培においては、従来のよう

に土を使うのではなく、作業効率の向上と連作障害の回避が可能となる水耕栽培

等が盛んに行われております。本町におきましても、関係機関の協力を得る中、

町内ＪＡの温室ハウスをお借りし、実証ほ場を設置し、帰農者・新規就農者を対

象に、８人の方に新技術である省力化を図るための培地耕栽培を習得してもらい、

地域で新たな施設園芸に取り組んでいただいておりますが、今後も女性や定年退

職後の帰農者・新規就農者等の多様な担い手の育成を図るためにも、新たな仕組

みづくりが必要と考えております。 

また、政権交代による新たな政策であります農業者戸別所得補償制度は、交付

単価が全国統一でありコスト低減をめざす大規模農家にとって有利な施策とな

っているとともに、地域ごとに特色ある取り組みに対する支援につきましては、

今日まで進めております経営規模の大きな担い手農家に対して加算、新たに法人

化された集落営農組織においては法人加算や税制面での優遇措置が講じられる

予定であります。 

現在、本町におきましては、農地の利用集積を図り、人的・機械的な農作業の
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効率化を図りつつ、適地適作の実践による安定的な農業経営の実現と地域の農地

を守る取り組みが集落営農を中心に実施されておりますが、集落営農が農業生産

法人になった事例は竜王町では２集落しかなく、法人化はあまり進んでいない状

況であります。これは、集落内の合意形成が整わないことや、めざす経営形態が

見えてこないことに対する不安などによるものと思われますが、本町といたしま

しては、人的・機械的な農作業の効率化等による経営の安定化を図るためにも、

法人化を推進する必要があると考えております。 

平成２２年３月に農業委員会において実施されました「営農に関するアンケー

ト」においては、「法人化はめざすべき」と考えられている農家は７９％である

ものの、法人化が進まない理由としては「地域にリーダーとなる人材がいない」

などが４８％となっており、人材の育成・確保が求められております。 

今後は、平成２３年度に竜王町地域水田農業推進協議会から移行します竜王町

地域農業再生協議会を中心に、収益性の高い魅力ある農業体系の確立に向けた集

落営農リーダーづくりと、定年退職後の帰農者・新規就農者をも視野に入れた農

業経営の基盤強化を柱とした支援を実施してまいりたいと考えております。以上、

岡山議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） 特にこの対象者、それは町内に６０歳から７０歳の方、何人お

られるのか、お伺いいたします。 

特に５年前に特定農業団体が設置されて、それ以後、この５年間で法人化を進

めるということをされてきたということでなっていると思います。これが今現在

では２集落しかできてないということに関して、執行部としての法人化の取り組

み、今まで何をされてきたのかなということをお伺いしたいと思います。 

今後のことは、先ほど回答で聞いたのですけれども、今までされてきたこと、

これは何をされてきたのか。なぜこれが２集落しかできなかったのかということ

をお伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

〇産業振興課長（井口和人） 岡山議員さんの再質問にお答えさせていただきます。 

定年後の対象者６０歳以上が何人おられるかというご質問でございますが、現

在、６０歳以上の方につきましては把握もさせていただいておらない状況でござ

います。特に農業者年金等いただいてもらう方につきましては、経営移譲の関係

があることから、息子さんなりに経営移譲されているという形で、６０歳以上の
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方につきましてはそんなにないかと考えておるところでございます。 

また、特定農業団体から５年間に法人化への取り組みに対して、今日までどの

ようなことをしてきたかということでございます。これにつきましては、今現在、

２市２町で構成しております東近江の担い手協議会を中心とする中におきまし

て、農業サミット、また特定農業団体から法人化に向けての税制の相談会等、各

特定農業団体を対象とする中においてご指導させていただき、地域また東近江地

域を含めた中での勉強会、また研修会にも参加していただいているところでござ

います。 

竜王町の単独といたしましては、今日までの経験を踏まえた中で、新たな法人

化をされているところの地域の研修会に参加していただき、新たな法人化に進ん

でいただくように指導させていただいているところでございます。 

以上、ご質問への回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） 他力本願したらだめだと思うのですよね。やはり竜王町として

法人化を進めてくださいよと言っているのですから、今、特定農業団体の方でず

っとやっていて、これではだめですよと、今度は法人化の方へ進めていきますよ

と、第五次総合計画でもそういうように言っているはずなんですよね。やはりそ

ちらの方へ進めていくために、今までも任期の５年間というのを言われているの

ですから、国もそうして言われていると思うのですよ。やはりそれをちゃんと持

っていかないとだめだと。そのためになぜこれができなかったのですか。執行部

としてはどういう努力をしたのですかと言っているのですよ。 

今の２市２町の方からの、それを進めてと言っているのですけど、個別に各集

落の地域のところへ行って、こういうことで、何が問題かというところまで吸い

上げて、それに伴って、なぜできなかったのか、法人化ができなかったのか。そ

れに伴って、あと対策としては何が必要か、それによって法人化ができますよと

か、そういうことをちゃんと言ってもらわないと、何もこちらばかり言っていて、

今の地域での問題点は何だったのかというのを教えてほしいと思うのですよ。そ

れに伴って法人化できるかなというのがあると思いますので、その点どうなんで

しょうか。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

〇産業振興課長（井口和人） 岡山議員の法人化のできなかった理由の部分について

のご質問に、お答えさせていただきます。 
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法人化につきましては、地域において特定農業団体から法人化へ進むにつきま

しては、５年間の中におきまして法人化へ進むということになっておるわけでご

ざいますが、但書に、「地域での合意形成、また地域での意見等集約する中にお

いて、できなかった場合には５年間の延伸ができる」という形でなっておるとこ

ろでございます。 

これらを考える中におきまして、地域で担い手農家また認定農業者さん等の兼

ね合いもあることから、地域で相談をしていただく中において、法人化へ進むも

のにつきまして検討会等もしていただいているところでございます。 

行政といたしましても、先の農談会、昨年でございますが、戸別補償制度が始

まる前でございますが、農談会等にも寄せていただく中におきまして、法人化へ

の特例的なこともしゃべらせていただき、法人化への推進もさせていただいてい

るところでございます。 

今後においても、先ほども申しましたように、法人化というものは５年間ある

わけでございますが、それに向けて推進等、また関係機関と協議する中において

指導等させていただきたいと思っております。よろしくお願いいたしまして、回

答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。９番、岡山富男議員。 

○９番（岡山富男） 次に、「町職員の専門性を」ということでお伺いします。 

町職員が一定の仕事に携わる年数が短く、専門性を持った職員が少ないという

ことです。能力開発できるような研修を受けてもらい、研修した人には評価でき

る制度を本格的に導入する内容はあるのか。また、県との人事派遣交流はされて

一定の成果は出ていると思いますが、民間への派遣交流を考えているのか、お伺

いいたします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 岡山富男議員の「町職員の専門性を」についてのご質問

にお答えいたします。 

議員ご高承のとおり、１９９０年代以降の急速な地方分権社会の進展に伴い、

地方自治体を取り巻く環境は急激な変化を見せ、自治体は自己決定・自己責任の

もと高度化・多様化する住民ニーズに的確に対応できる人材と、最小のコストで

最大のサービスを将来にわたって安定的に提供できる組織体制が求められてお

り、まさに分権を担う人材の育成と確保が急務であります。 

自治体は、住民サービスの向上に資するため組織の活性化・効率化を図ること
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が求められており、職員のモチベーションを最大限に引き出し、良質な行政サー

ビスを適切なコストで提供し得る、有能な職員集団が求められています。「企業

は人なり」と申しますが、自治体にとっても最大の財産は「人材」でありますし、

住民に提供いたしますサービスは「人材」によってもたらされるものであります。

また、「公務の質」は「人材の質」によるといっても過言ではありません。質の

高いサービスを提供させていただくためには、職員の質の向上が必要であり、ま

さに人材育成が必要であることは周知の事実であります。 

こうした中で、竜王町も平成１９年３月に「竜王町人材育成基本方針」を改訂

いたしました。この方針では、行政のプロとしての専門知識を備え、困難な課題

にも果敢に立ち向かう意欲と能力を持ち、住民に信頼される職員を計画的に育成

することをめざしており、その基本姿勢としては、１．自律的な職員を育てる、

２．職員の意欲を引き出す職場環境をつくると掲げており、求められる職員像と

して、１．豊かな人間性を有し前向きにチャレンジする職員、２．住民の立場に

立ちともに考え信頼される職員、３．自己を高め組織を高める職員、４．行政の

プロとして常に知識と能力を発揮する職員と定めております。 

これらの実現に向け、あらゆる方策により推進しているところでありますが、

その１つには職員研修があります。職員研修については、外部研修では滋賀県市

町村職員研修センターが主催される新任職員研修をはじめ現任研修・係長級職員

研修・課長補佐級職員研修・課長級職員研修などの階層別研修のほか、例規担当

職員研修・契約事務研修・税徴収事務研修などの実務専門研修が開催され、該当

職員を研修に参加させております。そのほかには、全国市町村国際文化研修所や

市町村職員中央研修所が開催される専門的能力向上のための研修プログラムに

職員を派遣しております。 

また、それぞれの所管においては、それぞれの業務にかかる資格の取得を要す

るもの、また専門知識を要するもの等については、資格取得のための研修の受講

料や試験の受験費用、または専門研修の研修費用については、該当職員に対し職

務命令を発令しつつ、公費で対応しているところであります。 

なお、職員においては、職務にかかる自らの資質をより一層高めるために、自

らの意思で学習機会に参加されている職員もございます。 

ただ、現在、試行中ではございますが、人事考課制度におきまして「態度」「能

力」「業績」により職員を考課することとしておりますが、研修の参加の回数に

よって評価をする等のことはいたしておりませんし、処遇に対しても配慮してお
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りません。 

また、議員ご指摘の「一定の仕事に携わる年数が短く専門性を持った職員が少

ない」とのことでございますが、平成１６年度から実施した竜王町行政改革集中

改革プランにより、目標とする職員数を１３３名とし、それに向かって職員数を

減らしてきました。こうした中で、各業務において複数職員による事務処理がで

きるだけの人員配置ができず、職員一人ひとりの経験と能力に委ねざるを得ない

のは事実であります。 

こうしたことから、先に申し上げました人材育成基本方針でも、若年層の職員

については、職員の能力開発と適性の把握のため、ジョブローテーションにより

３年程度の期間で職員異動を行うことも必要であるとされております。また、竜

王町のような小さな自治体では、特定の職員が長期間にわたり業務を担当するこ

とは、職員が業務に精通し、他市町の職員に対し引けをとらないくらいの能力を

高めていくことは確かでありますが、一方では少数の職員しかその業務のことが

分からない等のこともあり、人事で不都合が生じることもございます。このこと

から、一定期間での異動も必要であると考えております。 

また、職員派遣につきましては、現在、町からは滋賀県へ職員研修派遣を行い、

県職員と席を並べ、県職員のそれぞれの業務に関して奥深い知識と経験から学び、

職員の資質の向上を図っております。 

また、滋賀県からの職員派遣につきましては、地方分権の流れの中で、平成１

９年度より順次、県から許認可事務が移譲され、市町がそれらの許認可事務にあ

たることとなってきており、このような事務に精通した県職員から学び、根拠と

なる法令等に対する造詣を深めること等を目的として実施しているところです。 

また、企業誘致等の業務については、特に県と連携を密にし情報を共有する必

要性があることなどから、窓口となる職員を県から派遣いただき、今日、三井ア

ウトレットパークの誘致や雪国まいたけの事業開始等、大きな成果を上げており

ます。 

なお、派遣いただいた県職員から事業の進め方、関係機関等との折衝にかかる

ノウハウ等について、職員は身近に接して学ばせていただいております。今後も

岡屋地先への企業誘致の取り組みや竜王インターチェンジ周辺の地域資源の利

活用等の重要課題もあることから、引き続き滋賀県との交流をお願いしていると

ころでございます。 

民間への職員の派遣につきましては、人材育成の面での効果が期待されるもの



 - 116 - 

ではございますが、そうした取り組みについては、都道府県や政令市等大きな自

治体・組織での実施に限られてくると思いますし、竜王町のような限られた職員

数の状況では、その有効性は認めるものの、現状においては、県や関係市町への

派遣にとどまらざるを得ないものと考えております。以上、岡山議員のご質問に

対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） どうしても小さなまちでいくと難しいかなと思うのですけども、

２つだけお願いしておきます。 

一定の職員の異動が必要ということで、専門職、いろいろな方に知ってもらう

ために異動は必要ですよというのはあるのですけど、その中でその職員さんが、

前も１回言ったことがあるのですけども、今の現在の仕事がどれぐらいもう分か

っていて次に異動していくか、そして次の職員さんにまた教えるために人が必要

になってきますよとか、異動したらもうそれで終わりですよではないと思うので

す。いろいろなことを教えて、その場で教えることが必要になってきますので、

何パーセント、この方がもうノウハウを持っていますかというのは、これは管理

職としては必要なんですよね。この方は１００％、この方は７０％・５０％と、

だからこの方を今異動させることはできないですよとか、そういう計画性のこと、

そういうものはノウハウで持っておられるのかどうか。そういうものはされてい

るのかどうかをお伺いしたいのと、民間の方へ行くのは難しいということを言わ

れたのですけど、町長は前の時に、確か私が質問させてもらった時に、今後はこ

れは考えるべきであるということも言われてたと思うのですよ。やはりそれを計

画的に持っていきたいと、確か言われてるかなと思ったのです。だから、それに

対して実施していただきたいなと思うのです。町長はそういうように考えておら

れるのですから、やはりそういうことはもっと全体的に、民間の考え方を取り入

れるということに関して、入れていきたいと町長は言っておられるのですから、

それは入れるべきではないかなと思うのですけれども、それはどうなんでしょう

か。２点お願いします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 岡山議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

職員の異動でございます。回答の中でも申し上げましたように、若い方等につ

きましては３年を目途にというような形で、より多くの職場を知っていただくと

いうようなことにも努めております。でも、なかなかそのとおりにはいかないと
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いうのが、少ない人数で回っております本町にとりましては、難しいところもご

ざいます。 

ただ、人事考課の中で上司が職員との面談によりましていろいろ仕事の悩みと

か、そういったものも聞かせていただいて、アドバイスをさせていただくという

ふうな機会は設けております。そういうような中で、やはり職員の状況を把握を

いただきまして、そのあとまた、各課長へのヒアリングを総務の方でさせていた

だいております。そういった中でそれぞれの課の組織についての意見も聞かせて

ていただいておりますので、それも人事異動の参考にさせていただいているとい

うようなところでございます。 

それと、職員同士のものにつきましてはＯＪＴによりまして、それぞれが仕事

を引き継ぐというふうな形をやっております。そしてまた民間派遣でございます。

申し上げましたように、民間派遣の効果というのは一定お認めをさせていただく

わけでございますが、これも先ほどから申しておりますように、移譲事務等の

国・県からの業務がおりてまいりますと、そういった業務にも精通をしていかな

くてはいけないというようなことから、まずは県とかそういうところへ派遣をい

たし、そしてまた専門研修に参加をさせ、そういった行政マンとしての技術を身

につけるというところから取り組んでまいりたいというふうに考えております。

以上、岡山議員の質問への回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 岡山議員のご質問にお答えいたします。 

異動を行うその理由と言いますか、考え方、これは課長が申し上げたとおりで

ございます。ただ、私はいつも異動の時期に皆に伝えているのですけれども、異

動によって役場としての力というのでしょうか、住民の皆さんへのサービス、そ

ういったものが落ちてはならない。これがやはり我々がしっかりと認識していな

ければならない課題ではなかろうかなということで伝えているところでござい

ます。 

私のもとへは民間の研修のことを扱っているところから案内書などがまいりま

す。見ていますと、これはちょっと勉強するに値するかなというものもたくさん

ございまして、その方向でやはりいかないといけないということは考えてはおり

ます。ただ、毎日の仕事に追われている実態もございます。そういった中で、先

日、企業さんとの懇談会を行わせていただきました。企業の代表の皆さんからい

ただいたそのお言葉の中に、我々として学ばなければいけないこともたくさんご
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ざいましたので、すぐそのあと、幹部、主監課長会議等で私は伝えて、またそれ

を職場の職員に伝えるようにということで指示もいたしました。 

いずれにいたしましても、学ぶ機会はあちこちにあるのではないかなというこ

とでございます。先ほど課長が言いましたように、自立と、自己啓発という言葉

が出ましたけども、これもやはり職員にとって大事なことではなかろうかなとい

う具合に思いますので、皆様方の方からまたご指導もいただきたい、こういう具

合に思うところであります。以上、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問をお願いします。９番、岡山富男議員。 

○９番（岡山富男） 次に、「学校給食のピーアールを」ということで質問いたしま

す。 

竜王町の学校給食の良さは、知事もよく知っておられます。以前、知事からも

竜王の学校給食をもっとピーアールした方がよいと聞きました。今後この取り組

みはどのようにされるのか、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 岡山富男議員の「学校給食のピーアールを」のご質問にお

答えいたします。 

平成２０年１２月５日に、岡山議員ご指摘のとおり、嘉田滋賀県知事が竜王町

の学校給食を視察に来られました。平成１６年４月から実施しております地元米

による炊飯器での炊き立てご飯給食の様子を視察に来られ、竜王中学校で子ども

たちといっしょに試食いただきました。その際、この取り組みに感心され、「こ

のような良い取り組みはもっとピーアールされた方がいいです」とのお褒めの言

葉をいただいたと聞き及んでおります。 

そのこともあり、翌年の平成２１年４月から、週３日であった、これまでの「あ

ったかご飯給食」を週４日に増やし、竜王町の学校給食の特色をより鮮明に打ち

出したところであります。同年５月には、『食農教育』という冊子に「地元の炊

き立てご飯を給食センターでやる炊飯器給食」というタイトルで稲作経営者研究

会会長へのインタビュー記事が掲載されました。 

この冊子に掲載されたことを契機に、平成２１年度は８件、平成２２年度は７

件、米飯給食にかかる視察研修に全国から来られました。北は北海道の芦別市議

会から南は九州の長崎県島原市議会などが訪問されました。１回の炊飯で３０～

４０釜近くが業務用ＩＨ電気炊飯器で炊き上げられている様子を見られ、驚きと

感銘を受けておられました。 
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滋賀県教育委員会が県内すべての保護者向けに発行している『教育しが』にも、

平成２１年５月に竜王町の教育が取り上げられた際、特色の一つとして学校給食

を掲載いたしました。 

その他にも、平成２２年６月１３日の『日本農業新聞』の日曜版に、「ほかほ

か学給に」という見出しで竜王町の学校給食が大きく取り上げられましたし、近

畿農政局のホームページにも、米飯給食の推進事例として掲載されています。 

町内に向けての啓発としましては、議員ご高承の通り、有線放送で昭和５８年

から現在まで毎朝、「おはようございます学校給食です」を放送しております。

このようなピーアールが功を奏してか、竜王町の学校給食のことが最近徐々に知

れ渡り、「竜王町の学校給食についての記事を読みました」とか、「竜王町の給

食はおいしいとの評判ですね」と言ってくださる方が増えてきたように感じてい

ます。 

さて、今後のピーアールについてですが、給食センターは、昨年度から２年間、

農林水産省指定の「学校給食地場農畜産物利用拡大推進事業」に取り組んでまい

りました。その結果、地元産の食材を給食に利用する割合が大幅に増加し、昨年

度の県産食材使用率は２位であり、今年度は、１月末段階で、お米を入れた地場

産の重量ベースの割合は６７％にもなりました。特に地場産の食材を活用した献

立メニューを考え、月に一度、「ふるさと給食」として実施しています。今後は、

この取組実績を本町の学校給食の大きな特徴として全面に打ち出し、ピーアール

していきたいと考えております。 

また、この事業では、給食センターに納入されている地元の稲作農家や野菜農

家の生産者の方に小学校に出向いていただき、生産から販売までの苦労話や給食

の試食を児童といっしょにしていただき、交流も深めてもらっています。このよ

うな取り組みについても今後継続し、広く内外に宣伝もしていきたいと考えます。 

給食センターは、職員のノロウイルス感染の発生以後、衛生管理の点検の見直

しと衛生改善の研修に一生懸命取り組んでまいりました。再び子どもたちに、学

校給食は安心・安全であり、また、その給食の時間は、笑顔のあふれる楽しみの

時間として再度認められるよう、職員一丸となって業務に精励いたしますので、

議員におかれましては、今後ともご指導賜わりますようよろしくお願いいたしま

す。以上、岡山議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ９番、岡山議員。 

○９番（岡山富男） ありがとうございます。いろいろなピーアールもしていただい
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ているのですけども、１点だけ、前の時に赤佐次長の方から「学校給食甲子園」

にも、また参加もしていきたいという話を言われたと思うのですけれども、これ

だけされているのであれば、これにも参加して竜王町の良さをもっともっとピー

アールしてもらいたいなと思うのですけれども、こういうものには参加は考えて

おられるのか、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 岡山議員さんの再質問にお答えいたします。 

全国学校給食甲子園というものがございます。機会があれば、今後、その催し

に申し込みをしたいというふうに考えてもおります。この催しは、調べてみます

と、過去５回開催されています。「地場産物を活かした我が校の自慢料理」と題

して、東京の女子栄養大学駒込キャンパスで実施されているそうです。「甲子園」

という名前のとおり、第１次・第２次・第３次予選というものを突破して、初め

て決勝大会にブロック代表として出場できるものであるというふうになってい

るそうです。文字どおり野球の甲子園と同じであるというふうなものでございま

す。 

応募条件は、献立が決勝大会実施日の前日までに学校給食として提供をしたこ

とがあるもの、文科省の学校給食摂取基準に準じていること、地場産物を利用し、

その特色を活かした献立であること、食育の生きた教材として活用されているこ

と、小・中の栄養量や分量が適正であること、子どもたちが喜び郷土愛を育む献

立であること、などだそうです。 

今後は、このような全国学校給食甲子園に機会があれば応募していきたいとい

うふうに考えております。以上でございます。 

〇議長（寺島健一） 次に、１１番、大橋弘議員。 

○１１番（大橋 弘） 私は、防災情報システムの整備について、お尋ねをいたしま

す。 

竜王町の防災情報システムは有線放送のページング放送と屋外トランペット

放送でありますが、近年、携帯電話の普及等により有線放送を脱退される家庭が

増えております。現在、有線放送の加入率は５９％と聞いております。近い将来、

阪神・淡路大震災級の南海・東南海地震が発生するとも言われております。先日

も東日本大震災によりまして、多くの犠牲者と甚大な被害が発生しました。亡く

なられた方々のご冥福と、一日も早い復興を願うものでございます。 

また、本町は日野川・祖父川など多くの天井川を抱えており、過去には弓削地
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先等で大きな水害も発生いたしております。幸い、竜王町では近年大きな災害は

発生しておりませんが、地球温暖化の影響により各地で突発的な集中豪雨により

堤防が決壊し、尊い人命や財産に大きな被害が発生しています。こうした自然災

害はいつどこで発生するかも分かりません。竜王町には立派な地域防災計画があ

りますが、災害時における緊急情報連絡システムである有線放送の加入率が５

９％と低い中で、住民の生命と財産が守れるのか不安でなりません。 

そこで、災害時における防災情報システムの整備について、当局はどのように

考えておられるのか、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 若井生活安全課長。 

○生活安全課長（若井政彦） 大橋弘議員の「防災情報システムの整備について」に

お答えいたします。 

未曾有の大地震、東北地方太平洋沖地震によって発生した大津波は甚大な被害

をもたらし、その光景を目の当たりにし、自然の驚異に言葉もございませんでし

た。 

近年、甚大な被害を伴う大規模地震やゲリラ豪雨など自然災害の発生が懸念さ

れており、現に、地震による津波、記録的な豪雨や豪雪、そしてまた今も緊張が

続く新燃岳の噴火など、避難準備情報などが発信されているところでございます

が、これらは災害による被害を最小限に食い止める「減災」といった考え方が重

要であり、日常からの備えが必要となっております。そのためにも、関係する情

報の伝達や提供は最も重要であります。 

本町では、幸いにして大きな災害など今日まで発生いたしておりませんが、洪

水ハザードマップや地震ハザードマップを作成し、警戒・啓発情報として活用を

いただいているところでございます。 

また町内には、２ヵ所ではありますが、県において設置をされましたシスパッ

ド電光掲示板による雨量情報・災害情報の広報を行っているところでございます。

さらに、議員仰せのとおり、本町では台風や災害時の緊急情報などについては、

その伝達手段を有線放送に依拠しているところでございます。 

有線放送では、昭和５５年からページング放送を開始されました。昭和５７年

に各自治区で屋外放送施設、今日のトランペット放送の設置が進む中で、未加入

の方へも緊急放送や告知放送ができるようにと、屋外トランペット放送を開始さ

れ、今日、町といたしましても緊急情報を屋内・屋外へとこれらの施設を活用さ

せていただき発信をしているところでございます。 
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しかしながら、ご指摘のように有線放送を脱退される家庭が増加していること

などから、有線放送の加入率が６０％を割るという情報提供の環境となっていま

す。とはいえ、住民が等しく情報が得られるようにしてまいらないといけないと

考えているところでございます。 

そうしたことから、これまでからも課題となっております地域防災情報システ

ムの整備が重要となっており、今次の第五次竜王町総合計画に掲げるとともに、

行政としても様々な情報の発信において有線放送に期待するところも大きいも

のがあり、防災情報システムの整備について、確実に素早く情報が伝達でき、住

民が享受できる情報に格差が生じることのないよう、現在、様々な面から検討す

べく協議機関等を設け検討していくこととしておりますので、ご理解賜わります

ようお願い申し上げまして、大橋議員のご質問に対する回答とさせていただきま

す。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋議員。 

○１１番（大橋 弘） 竜王町には５つの集落の新興住宅地がございます。この新興

住宅地の有線の加入率が４％と、特に低く、また、トランペット放送が設置され

ていない地区もあるように聞いております。また、トランペット放送は各地区に

１か所で、少し離れれば聞こえないなどとの苦情も出ております。また、トラン

ペット放送が故障している地区もあるようでございます。 

このトランペット放送を修理しようとすると、１か所約８万円程度かかるよう

でございますが、その修理代金はすべて地元が負担しなければならないと、こん

なようなことも聞いております。トランペット放送は防災情報システムであり、

地域ではあまり必要がないので、故障したままになっている地区もあるようでご

ざいます。 

そこで、４点ほどお伺いをしたいと思います。有線の加入率が４％と特に低い

新興住宅地への緊急情報伝達方法について、２つ目として、トランペット放送が

設置されていない地区への対応について、３つ目として、トランペット放送が聞

こえにくいところへの対応について、４つ目として、トランペット放送の新設お

よび修理の全額を地元が負担しなければならないことについて、町はどのように

考えておられるのか、お伺いをいたします。 

〇議長（寺島健一） 若井生活安全課長。 

○生活安全課長（若井政彦） 大橋議員の再質問にお答えをいたします。４点ほどに

ついてご質問をいただきました。 
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第１点目に有線放送の加入率が特に低い地域、新興住宅地ということでご指摘

いただいておりますが、そうした地域への緊急情報の伝達方法について、第２点

目にトランペット放送が設置されていない地域の対応について、第３点目にトラ

ンペット放送が聞こえにくいところへの対応について、第４点目にトランペット

放送の新設や修理の地元負担について、町はどう考えているのかであったかと存

じます。関連をいたしますので、４点を通してお答えをさせていただきたいと思

います。 

現在、３２地区のうち１地区を除きトランペット放送が設置をされています。

新興住宅地にも設置をされており、中にはスピーカーを増設し放送が隅々に行き

わたるよう対応されている地区もあります。また、トランペット放送のないとこ

ろには、隣接する地域がスピーカーの方向を調整しながら情報提供に配慮するな

ど、地域連携も図られています。 

トランペット放送は、昭和５７年度に既設の屋外放送施設を持っておられた自

治区を参考に、各地域で屋外放送施設の設置が進み、当時のコミュニティツール

として利活用されてきたもので、そこに本町における唯一の情報発信機能として

防災等緊急情報を発信してきた経過があります 

本町には、各地域に自主防災組織が存在します。日ごろから防災・防犯などの

様々な訓練の実施や啓発などに取り組んでいただいておりますが、それらの取り

組みを通してページング放送やトランペット放送の活用も工夫をいただいてい

るところです。 

こうして、「自らの地域は自らが守る」を基本に地域での防災意識が高まる中、

自ら考え自ら行うまちづくり事業を活用してトランペット放送を新設された地

域もあります。決して、これで万全であるとは考えておりません。こうした地域

の取り組みに甘んじることなく、住民が確実に情報を享受でき、安心・安全が実

践できるまちづくりとなるよう、防災情報システムの整備に努めてまいりたいと

考えておりますので、ご理解、ご指導を賜わりますことをお願い申し上げまして、

大橋議員の再質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋議員。 

○１１番（大橋 弘） ただいま若井課長の方から、いくつかの質問等に答弁をいた

だいたわけでございます。町内の防災情報システムは、有線のトランペットとペ

ージング放送だと、こういうことでございますが、ただいまの答弁の中では、第

五次総合計画の中で整備計画について掲げていると、こういうことで、確実に早
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急に情報が伝達できるように、様々な角度・面から検討する協議機関を設置して

いくと、こういうような力強い回答をただいまいただいたところでございます。 

また、各地域におきましては自主防災組織が確かにございます。しかしながら、

こういった自主防災組織は行政主導型で進められているのが現状でございます。

万一の災害時に情報伝達機能が不備であったと、こういうようなことから被害が

拡大したというようなことのないように、早急に、ただいま申し上げられました

協議機関を設置していただきまして、１日も早くこの情報システムの整備が進め

ていただけますように強く要望をいたしまして、私の質問を終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 次に、７番、菱田三男議員。 

○７番（菱田三男） 私は、町民の願いである内発型の活性化施策について、質問を

行います。 

平成３２年度を目標とする第五次竜王町総合計画基本構想が策定され、過日の

臨時会で可決されましたが、「緑と文化の町」を継承しながら新たな時代を切り

拓く施策を展開するとしています。 

しかし、今までの町政を振り返ると、ダイハツ工業㈱からの税収に大きく依存

したまちづくりであり、依然として地元産業の大きな発展は見受けられず、昨年

オープンした三井アウトレットパークなどの明るい材料はあるものの、外部要因

による開発であります。目まぐるしく変動する日本経済に大きく影響を受けやす

く、決して永久的に安泰とは言えません。 

一方、若者が実家の近くに住宅を建てたくても建てられない、事業をおこした

い、店を開きたいが開けないから、仕方なく町外へ出て行くという生の声をよく

聞きます。こういったことが、若者が町外へ離れ、働き手が減り、高齢化が一段

と進む大きな要因であると思います。 

こうした今までの受け身的な行政ではなく、町内でやる気のある人が意欲を持

って事業に取り組める、夢のある内発型の活性化施策を早急に打ち立てないと、

ますます竜王町の産業や行政規模は縮小する一方だと思います。これらの具体的

な打開策について、お尋ねをいたします。以上です。 

〇議長（寺島健一） 小西産業建設主監。 

○産業建設主監（小西久次） 菱田三男議員さんの「町民の願いである内発型の活性

化施策について」のご質問にお答えいたします。 

議員ご高承のとおり、本町の都市計画区域は、昭和３５年１０月２２日に全町
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域を対象として、また、昭和４８年５月１日に近江八幡八日市都市計画区域とし

て決定し、昭和４８年１２月２８日には市街化区域と市街化調整区域を決定した

ものであります。 

また、一方、農業振興地域の整備に関する法律により昭和４６年に竜王町農業

振興地域整備計画の策定を行い、昭和５０年より集落周辺の家の軒下から県道周

辺まで全町ほ場整備により農地の基盤整備に取り組んできたところであります。 

当時は、優良農地の確保と米づくりを主体に、食糧増産および農業の生産性向

上を図るために、また、町の税収・雇用確保に向けた工業生産増のために、工業

専用地域の指定を行い、守るべき土地・開発するべき土地の仕分けをすることに

より、まちづくりに取り組んできたところであります。このことにより、現在の

町が形成できていると考えております。 

昭和４８年には、本町における市街化区域は山之上と鏡地先の約２０ha の工業

専用地域のみで、あとはすべて市街化調整区域でありましたが、昭和５７年・平

成３年・平成５年・平成１１年・平成１６年、それと本年５月に予定の６回の都

市計画の見直しにより、住居地域・近隣商業地域・工業地域・工業専用地域とし

て３２１.７ha と、計画の変更をしてきております。 

市街化区域においては、開発等順に進めてはきておりますが、市街化調整区域

（特に集落周辺および優良農地）におきましては、都市計画法上制限があり、開

発等許認可ができにくい状況となっております。最近では、産業構造の変革と社

会の変化により、また、人口減の状況が生まれてきておりまして、町としてはそ

の歯止めに向けた取り組みが施策的に必要であると考えております。このことか

ら、町では平成１９年度に国土利用計画の見直し、都市計画マスタープランを策

定してきたところです。 

また、市街化調整区域においては商業地域・住居地域の地区計画を定めさせて

いただき、商業地においては完成したところです。 

議員のご質問にありますように、いろいろな会合に出席させていただきますと、

竜王町では「農業者以外に集落周辺に住宅の分家ができない」とか「店・事業を

したくてもできない」ということで町外に建築し住まわれる、また、事業地を求

めて出て行くということをお聞きするのも現実であります。地区計画も時間がか

かり、それ以外の手法等、市街化調整区域ではできないのかということでありま

すが、国では、竜王町のような都市計画区域において、建築物の建築を目的とし

て行う土地の区画形質の変更である開発行為について原則禁止として、その区域
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区分を担保する目的として、都市計画法の開発許可制度が創設されております。

滋賀県では、平成１５年度から県条例に基づきこの開発許可制度を運用されてい

るところです。 

例えば、都市計画法第３４条第１４号の許可基準として、「開発区域の周辺に

おける市街化を促進するおそれがないと認められ市街化区域内において行うこ

とが困難または著しく不適当と認められるもので、県の開発審査会の議を経たも

の」である一定の基準に該当するもの、具体的には、例えば１０年間竜王町に住

む世帯で、親等の所有する土地に、結婚・転勤等により、その所帯が分家し住宅

を建てたい場合には、５００㎡以内においてできる場合等があります。ただし、

建築基準法は別であります。 

町としては法律を遵守することは当然でありますが、このように、一例ではあ

るものの、可能な場合・不可能な場合といろいろな条件に左右されるケースがあ

りますので、窓口で相談していただきたく、議員皆様方からも周知のほどご理解、

ご協力をよろしくお願いいたします。 

町としては、第五次竜王町総合計画基本構想の中で目標人口を１万４,０００

人と定めており、この実現に向けて施策的に取り組んでまいりたいと考えており

ます。新年度におきましては、第５次の土地利活用の方針を踏まえつつ第６次国

土利用計画の策定を行い、都市計画マスタープランの見直し業務を進めていきま

す。さらに、住民発議による集落周辺の地区計画の策定、空き家対策に向けた調

査等について進めていきたいと考えております。 

先に答弁しましたように、開発許可制度の基準等についても、住民の皆さんに

ご理解いただくよう窓口対応したく考えておりますので、議員皆様方のご協力を

お願い申し上げ、菱田議員さんのご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ７番、菱田議員。 

○７番（菱田三男） 今、小西産業建設主監が答弁をしていただいたのですけれど、

よく分かるのです。私も各委員会で絶えずこういうことをずっと言い続けてきた

もので、無理というか、大変、法的に難しいと。都市計画法・農地法、いろいろ

あるということは今日まで聞いてきました。 

ただ、法的に難しいというのは分かるのですけれども、私が言いたいのは、先

ほど来説明を聞いて、土地改良、昭和５０年とか昭和４８年に市街化のことをし

たと。そうするともうかなり、２０年・３０年・４０年ですか、そんなに前のも

ので今日現在来ているわけです。 
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私の言いたいのは、私が感じるのは、都市計画というのは、やはり若い者が、

先ほど言ったように、夢を持って竜王町でがんばっていこうというのが、町とし

て、行政として都市計画を立てるということだと、私はそう思っているのです。

それが、今の小西産業建設主監が言う、何十年前、そんな時のことを、それはど

うしてもその時の先輩議員もずっといてくださったか知らないけど、その時のこ

とがいまだ、努力はしていますと、そしてある一定光が見えた、１０年間住んで

いたら５００㎡とか言ってくださいました。それは素晴らしい、これからがんば

ってもらわないといけない。私が言いたいのは、もう何十年も前のことをまだ引

き続いて、これは法的に仕方がないと言われたらそれまでだけども、言いたいの

は「なんでや」と、行政の人は「そうです」と言われたらもうどうしようもない

けど、私の考えは「なんで何十年前からそのままや」と、これが１点問いたいの

です。難しいかも知れないけど。 

それともう１点、町民憲章、これはもう皆さん絶えず、何かあった時は皆さん

いっしょに言うのですけども、５項目に「若い力を育て、夢と希望にあふれるま

ちをつくりましょう」とうたっていますね。憲章というのは私から解釈すると、

憲法かなと、ちょっと失礼かも知れないけども、それぐらい思っているのです。

まして、この町民憲章、何年前に作成されたか知りませんけども、竜王町として

こういうことをうたって、若者定住のスローガンとか、今までずっとそういうこ

とを聞いてきました。そういうことがありながら、何十年前の都市計画法・農地

法、そういうことで引き継いで今日現在あると。それに私は「なんでや」と言い

たいのです。 

小西産業建設主監の言われることは分かるのです。もう１点、小西産業建設主

監のいいところは、先ほど言った、行政は受けではないと。言ったことに対して、

これからは説明もしますと。今日も有線で実況されています。たくさんの方が聞

いておられると思うし、それを町民さんは皆、知っている人は知っておられるの

です。知らない人もたくさんおられるのです。そういうことで、これから町とし

て、法を変えるなんてことはできないでしょうけども、それを訴えていくと。こ

こに願って、開発の難しい問題、私たちには分からないけども、それに向かって

いくというものをひとつ、最後、これ以上もう言いませんので、町長さんでもひ

とつ、最後は町長がひとつ「分かった」と言っていだたければ一番ありがたいと

思いますので、最後、町長さんに言って私の質問を終わります。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 
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○町長（竹山秀雄） 菱田三男議員のご質問にお答え申し上げます。 

確かに、竜王町が置かれている状況というのは、非常に変わってきております。

その時代に即応した対応、これはご指摘いただくまでもなく、我々がしっかりと

やはり取り組みをしないといけないという認識でございます。 

私は、議員さんがおっしゃるように、内部的な、内発的なと、ここに非常に力

強いものを感じるわけであります。竜王町は商工会のメンバーがそんなに減るこ

となくがんばってくださっています。そして、農業も１万２,０００反の耕作地

を残しての農業の実態でございます。そして、昔から大きな工場が操業してくだ

さっています。さらには、商業施設もできてまいりました。このことによって２

００人以上の雇用が竜王町に、昨年度から今年にかけまして生まれました。外発

的な要因といえども、これは竜王町の１つの活性化への表われではないかなとい

う具合に感謝をいたしているところでございます。 

その中にありまして、議員ご指摘のように、意欲を持った方がその自分の意欲

に沿ってやっていけるようにお願いをしたい、やるべきだと、こういうお話でご

ざいますけども、先ほども産業建設主監が答えましたように、窓口対応でしっか

りと対応をしてまいること、そして、以後の都市計画プランの見直しにつきまし

ては、皆さんの意向を取り入れながら、これもやはり、決めた以上はしっかりと

実現の方向に向けて、私も先頭になり走っていくと、こういうことではなかろう

かという具合に思います。 

この竜王町に１０年後、１万４,０００人、申し上げているとおりでございま

す。何も１０年後でなくてもいいわけでございます。早く達成できれば、それだ

け竜王町が力強くなるということでございますので、今のプランをあわせました

中に、予算執行もさせていただく中で、その効果が、そしてまた結果がしっかり

としたものになって出てくるように取り組ませていただきたいという具合に思

うところでございます。以上、議員さんの質問に対するお答えとさせていただき

ます。 

〇議長（寺島健一） ７番、菱田議員。 

○７番（菱田三男） どうもありがとうございました。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 次お願いします。５番、山田義明議員。 

○５番（山田義明） 私は、図書館・公民館の協働による運営についてを伺います。 

地方行政においては、地方分権や権限移譲により行政サイドの仕事量が増加、

専門化しており、集中改革プランの実施に伴う職員数では行政サービスをするう
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えで、支障をきたしているとお聞きしております。これからもますます行政が関

わらなければならないことが出てきますが、何もかも抱え込むと動きが取れなく

なります。この状態をいつまでも放置するのではなく、職員の力や質を高めるた

め、現在の職員の守る範囲を見直し、町民の協力・協働による行政運営が、これ

からのまちづくりに求められています。 

今回、私は、図書館・公民館については広範囲の町民の方々が密接に関わって

おられることを踏まえ、町民との協働による運営とし、協働運営者をやがてはＮ

ＰＯ法人として育てることを提案するものであります。もちろん、公の指定管理

者制度による一般公募による運営の方法もありますが、竜王町の図書館や公民館

は町民の方々の関わりの深さからも、町内のＮＰＯ法人の育成および立ち上げを

提案します。従来からの考えもあろうかと思いますが、第五次総合計画では町民

と行政の協働により築くオリジナルのまちづくりを基本理念とされており、行政

改革も必要と思いますが、所見を伺います。 

〇議長（寺島健一） 赤佐教育次長。 

○教育次長（赤佐九彦） 山田義明議員の「図書館・公民館の協働による運営につい

て」のご質問にお答えをさせていただきます。 

山田議員からは、第五次竜王町総合計画基本構想に基づくオリジナルのまちづ

くりという観点から、図書館や公民館の運営について、１つの案として「ＮＰＯ

法人を育成し立ち上げ、その協働運営者としていくこと」についての提案である

と解釈いたしております。中でも、「協働」という発想は非常に重要な要素であ

ると認識いたしておりますし、第五次竜王町総合計画基本構想の中にもたびたび

「協働」という文字が引用されているところでございます。 

山田議員の提案されております「協働」という言葉について考えますと、昨年

６月に閣議決定されました新成長戦略で明らかにされました「新しい公共」とい

う概念に属するものでないかと受け止めをさせていただくものでございます。政

府の「新しい公共にかかる円卓会議」における「新しい公共」に関する説明では、

新しい公共がつくり出す社会は、「すべての人に居場所と出番があり、みなが人

に役立つ歓びを大切にする社会であるとともに、その中から、様々な新しいサー

ビス市場がおこり、活発な経済活動が展開され、その果実が社会に適正に戻って

くることで、人々の生活が潤うという、よい循環の中で発展する社会である」と

されております。「協働」の精神や「新しい公共」という発想については、夢が

あり誰もが賛同するものであろうと考えております。 
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さて、現実の問題として、図書館や公民館をはじめとする公の施設に関わって

の法律上の整理としては、まず地方自治法に基づくものであります。地方自治法

第２４４条の２においては、公の施設の設置、管理および廃止について定めがさ

れておりますが、具体的に申しますと、法に基づき条例で定める公の施設の管理

については、行政の直営または指定管理という２つの方法が定められており、Ｎ

ＰＯの管理運営となりますと、米原市の公民館のように、ＮＰＯ法人に指定管理

者になっていただくというような方向になると考えております。 

この指定管理については、民間の参入により、施設サービスをより向上させる

ことが重要な目的でありましたが、結果としては、行財政改革とのセット導入に

より、維持管理にかかる人件費等を圧縮するにとどまり、様々な課題を生み出し

てしまっている姿がございます。 

さらに、施設整備と運営を一体的に民間に委ねるＰＦＩという手法も導入され

はしてきましたが、かえって行政コストが増すということから、公の施設に戻さ

れているまちもあります。 

このように、国の描いた夢と現実のはざまにあるのが、地方自治体の現在の姿

であると考えており、竜王町においては、指定管理者制度の導入の際にも申し上

げましたとおり、重要な教育施設については、引き続き直営とさせていただくも

のであります。 

なお、その具体的な運営にありましては、運営協議会等を持って地域住民の皆

様の声を反映させるとともに、それぞれの施設には応援団ともいうべきボランテ

ィアを育てながら、ＮＰＯ法人の育成へとつなげていきたいと考えております。 

以上、山田議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ５番、山田議員。 

○５番（山田義明） ＮＰＯ法人あるいはＰＦＩによる不成功の例も言われまして、

全くだめなような答弁でございますが、実は、これはひょっとしたら変わるかも

知れませんけれども、平成２３年度の予算方針におきまして、ここにも５項目目

なんですけれども、指定管理者制度や民間委託等の導入について、制度の利点を

十分活用するということで、これは私としては図書館・公民館をあげたわけです

が、こういったことも書かれていますし、前向きにも考えていただきたいし、そ

れから、過去におきましては平成１７年か１８年ごろと思うのですが、愛知県の

高浜市へ行きまして、ここでも市の行政のサポートとして株式会社を導入されて

やっておられる例もございまして、そういったことも研修させていただきました。 
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そういった参考例もございますが、実はこの２月２２日発行の日本経済新聞に

紹介されているのですが、アメリカのジョージア州にあるサンディ・スプリング

市というまちなんですが、ここは２００５年に誕生した人口１０万人足らずの小

さなまちということで、世界が非常に注目しているわけです。 

昨年、ここへは日本からも２～３グループが視察に来られたというようなこと

が書いています。理由はどうなのかと言いますと、極限の効率性ということで、

市役所に勤務する公務員はわずか６人ということです。仕事の大部分は民間に委

ねておられます。新しい市をつくり上げるため、住民自ら考えてこのような格好

で出したやり方だということでございます。 

歳出につきましては、同じ人口の自治体の約半分と、また、固定資産税などに

ついても非常に安いというようなことが言われておりまして、兵庫県の加西市、

こちらも実はそのサンディ・スプリング市をモデルに、多くの業務を一括民間委

託をするというような格好で宣言されておられるわけでございます。 

そこでお伺いします。町長は就任されてから、６月で約３年となると思います。

民間から来られたということで、先ほどからも一般質問で非常に期待多い質問が

出されておりました。民間出身ということで、ひとつ思い切った政策を私どもと

してはずっと期待しておるわけでございます。町長のこのことにつきましてのお

考えを再度お伺いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（寺島健一） 赤佐教育次長。 

○教育次長（赤佐九彦） ただいま山田議員からは、いろいろなまちの例もあげてい

ただきましたので、少し県下の公民館・図書館をめぐる状況もご紹介をさせてい

ただければと思うところでございます。 

まず、平成２０年度に滋賀県教育委員会生涯学習課と滋賀大学生涯学習研究セ

ンターが実施されました「滋賀県の公民館・コミュニティセンター事業に関する

調査」をもとにしながら、現在の状況を滋賀県に照会をいたしましたところ、平

成１７年度の時点で滋賀県下には、類似公民館も含めて２１１館の公民館が設置

されておりました。平成２２年では１６５館になり、３６館がコミュニティセン

ターとして首長部局へ移管され、残り１０館は統廃合により減少いたしておりま

す。 

また、指定管理については、大津市・彦根市・長浜市・東近江市が一部で導入

されており、米原市は全館指定管理されているところでございます。 

それから、ＮＰＯ法人が指定管理者になっているのは、米原市の近江・米原・
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伊吹・山東の４館でございます。 

一方、図書館についてでございますけれども、滋賀県下には４８館の公立図書

館が設置されております。指定管理になっているところはございません。一部の

市で導入が検討されましたが、図書館は指定管理になじむものではなく、サービ

スの低下を招くことから、地域住民の反対運動が起こり、断念をされているとこ

ろでございます。 

また、図書館については、図書館法により司書の配置等の基準が定められてお

り、さらに過日は、滋賀県立図書館長の指定管理に関する談話が新聞掲載されま

したこともあり、施設・資料・職員の３要素が図書館運営にとって、いかに重要

なものであるかをご理解いただいたのではないかと推察するところでございま

す。 

図書館と司書の関係を他の施設に当てはめて考えるなら、病院と医師・看護師

という関係を考えていただくことが肝要ではないかと思うところでございます。

専門的な知識や資格を有する者が、豊富な経験を蓄えて業務に従事することによ

り、サービスの向上や信頼の獲得へとつながります。 

同様に公民館を捉えるなら、社会教育法に基づく社会教育施設であり、そこに

は社会教育主事という資格を有する専門職員が配置され、人づくり・まちづくり

を進めていくという姿が望まれるところでございます。住民との協働という作業

は、物事をともに進めるとき、互いに潜在的な力を出し合い、より高次元なもの

として引き出すとき等、具体的な事業推進に欠くことのできないものでございま

すが、教育施設の舵取りまでを委ねるものではございません。このことは十分に

ご理解いただいているとおりでございます。 

次にＮＰＯについてでありますが、公民館・図書館を直接経営するというＮＰ

Ｏはございません。ＮＰＯ法人は特定非営利活動法人であり、特定非営利活動促

進法に基づく特定の公益的非営利活動を行うことを目的とする法人であります。

公民館にかかわるＮＰＯ法人となりますと、様々な団体が必要になると考えられ

ます。社会教育という概念は、学校教育を除くすべての教育活動を社会教育とし

ており、社会教育法第２２条において公民館の事業として定める内容は、極めて

広範なものでございます。時代の要請により、重点化して実施するポイントは変

化していきますが、法の趣旨をしっかりと踏まえ対応することが重要でございま

す。 

竜王町の教育は、基本に忠実であり、竜王町教育行政基本方針でも申し上げま
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したとおり、「竜王町の未来を拓く心豊かでたくましい人づくり」を基本方針と

し、町民各位のご理解とご支援を賜わりながら、「教育でまちづくり」をモット

ーにして、積極的に教育施策を展開させていただきますことを改めて表明し、山

田議員の再質問に対する回答とさせていただきたいと思います。 

まちづくりについてはまた、教育委員会としてお答えさせていただきました。  

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 山田議員のご質問にお答え申し上げます。 

いろいろ例をお示しいただいた、そういった市町の動き、それは私も勉強させ

ていただきたいとは思いますが、竜王町が今の次長が申し上げましたとおり、指

定管理にするとか、あるいは民間とかいうのは、議論のうえにも議論を積んで、

慎重さを期し、そして、ゴーということになればすぐさま実行、これが私の進め

方でございます。以上、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ５番、山田議員。 

○５番（山田義明） 私は、行政改革という、その一環ということで進めてもらわな

いと、やがては行政が行き詰まるという意味からこういった質問をさせてもらい

ました。これをもちまして、私の質問を終わりたいと思います。以上でございま

す。 

〇議長（寺島健一） この際申し上げます。ここで午後４時１５分まで暫時休憩いた

します。 

休憩 午後４時０５分 

再開 午後４時１５分 

〇議長（寺島健一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

２番、貴多正幸議員。 

〇２番（貴多正幸） 平成２３年第１回定例会一般質問として、竜王町学校給食セン

ターにおける衛生改善等について、お伺いいたします。 

１月２０日にノロウイルスＴＲＣ法検査を実施された結果、学校給食センター

職員に陽性反応が８名検出され、翌日から２月１０日までの１５日間にわたり、

学校給食センターの調理による園児・児童生徒への給食が中止されました。その

間、２社の弁当製造業者からの給食配給で対応をされたわけですが、近所の子ど

もたちに評判を聞いてみたところ、ご飯が冷たい、量が多いから食べるのに時間

がかかる等の意見が多くあり、早く給食センターの給食が食べたいという子ども

もいました。 
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今回、このようなことが起こったのは非常に残念なことではありますが、給食

センターで調理をされる「おいしい給食」が、子どもたちにとっていかに重要で

あるかを再認識させられたのではないかと思います。 

そこで、従来から調理従事者の健康管理はもちろんのことながら、給食センタ

ーの衛生管理等を徹底されていることは聞き及んでいますが、今回の件を契機に

ウイルス感染を防止する対策と、万が一感染した場合、どのような対応を考えて

おられるのかについて、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 貴多正幸議員の「竜王町学校給食センターにおける衛生改

善等について」のご質問にお答えいたします前に、まず、町民の皆様方に対しま

して、安心・安全であるべき学校給食においてご心配をおかけいたしましたこと

を、深くお詫びを申し上げます。 

１月２０日に学校給食センター職員にノロウイルスの陽性反応が検出されて

以後、子どもたちの安全面を第一に考え、保健所をはじめとした関係機関ととも

に対策を講じ、無事、感染拡大を防ぐことができ、２月１４日から給食調理の全

面再開に至っております。 

この間の子どもたちの感想を聞きますと、「あったかい、おいしい給食を早く

食べたい」という声が圧倒的に多く、貴多議員ご指摘のとおり、改めて関係者一

同、子どもたちにとっての学校給食の重要性を認識し、今後、このような事態が

再発しないよう万全を期すことを肝に銘じているところであります。 

さて、貴多議員ご質問の「今回の件を契機にウイルス感染を防止する対策」に

ついてでありますが、学校給食センターの安全衛生に関しましては、学校給食法

第９条第１項の規定に基づく「学校給食衛生管理基準」に従い、衛生管理の徹底

に努めております。「学校給食衛生管理基準」には、施設や設備の整備および管

理に係る基準をはじめとして、調理の課程等における衛生管理、さらには、衛生

管理体制や衛生検査の基準が示されており、従来からこれらの基準に基づき、遵

守する中で調理を行ってまいりました。 

今回のノロウイルス感染の件で、給食センターへ東近江保健所の立ち入り指導

調査を受けました。調査終了後に、次のような言葉を保健所からいただきました。

「今回、幼児・児童・生徒への感染を防ぐことができた要因は、センター調理場

内における調理が、学校給食衛生管理基準に基づきしっかりと実施されていたこ

とによる。温度管理や職員の作業動線等が完璧に守られており、このような調理
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基準やマニュアルがしっかりしていたからこそ、職員が感染しても、幼児・児童・

生徒に感染しなかったと、前向きに捉えてもよい」とご指摘いただきました。そ

して、「今回の職員の感染場所は、調理場内でなく、便所や休憩室等のバックヤ

ードで起きたと考えるのが妥当である」との指導を受けました。 

そこで、職員間での感染拡大の防止策として、調理場以外のトイレ・食堂・更

衣室・事務所のドアノブやスイッチ部分等、手を介しての二次汚染につながる箇

所の消毒回数を１日２回に増やしたり、湯飲み等の共用の禁止等を取り決め、改

善といたしました。これらは、既に配付いたしました「給食センターの衛生改善

について」のとおりであります。 

また、トイレの洋式化や給排水設備等、施設面における改善については、現在、

工事費用の積算をしており、次年度補正予算で工事費の予算化をお願いする予定

であります。さらに、従事者等の毎日の衛生管理点検についても、現行の朝の調

理前の点検の一度から、調理中・調理後と、一日３回の点検に改め、職員の感染

の早期発見と予防に努めております。このように、今回の事件を契機として、法

的に定められている基準以上の予防と対策を講じており、このことについては、

東近江保健所に報告しているところであります。 

貴多議員の２つ目のご質問である、「それでも、万が一感染した場合、どのよ

うな対応を考えているのか」についてでありますが、以上、先に述べましたよう

に、予防策においては、今回を良き教訓として改善・強化し鋭意取り組んでいる

ところでございますが、なおかつ、万が一感染が発生した場合については、その

内容や状況にもよりますが、今回のように速やかに、何よりも子どもの健康安全

を第一に考えた対応策を、関係機関と連携をとりつつ行っていく所存であります。 

学校給食衛生管理基準では、食中毒の集団発生の際の措置として次の５点が明

記されています。①教育委員会等、学校医、保健所等に連絡するとともに、患者

の措置に万全を期すこと。また、二次感染の防止に努めること。②学校医および

保健所等と相談のうえ、医療機関を受診させるとともに、給食の停止、当該児童

生徒の出席停止および必要に応じて臨時休業、消毒その他の事後措置の計画を立

て、これに基づいて食中毒の拡大防止の措置を講じること。③校長の指導のもと

養護教諭等が児童生徒の症状の把握に努める等関係職員の役割を明確にし、校内

組織等に基づいて学校内外の取り組み体制を整備すること。④保護者に対しては、

できるだけ速やかに患者の集団発生の状況を周知させ、協力を求めること。その

際、プライバシー等人権の侵害がないように配慮すること。⑤食中毒の発生原因
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については、保健所等に協力し、速やかに明らかとなるように努め、その原因の

除去、予防に努めること。 

食中毒の発生の規模や程度にもよりますが、これら５点の措置を念頭に置き、

先に申しましたように、何よりも子どもの安心・安全を第一に対応策や善後策を

講じてまいります。以上、貴多議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ２番、貴多議員。 

〇２番（貴多正幸） 今、今後の防止対策、また起こった時どのような対応をするの

かについてお答えをいただいたわけですが、先ほど私が１度目の質問の中にも言

わせてもらったように、学校給食センターにおける衛生管理については、本当に

徹底していただいているというふうに感じたわけですけれども、富長課長のお答

えの中にありましたように、平成２３年１月３１日付けで出されておられます

「竜王町給食センターの衛生改善について」という用紙の中に、今後起こった場

合どうするのかみたいな感じのところで、「代替調理師の増員確保」というとこ

ろで、「新しい人員・調理師の確保に努める」、また「他の町内給食施設との協力

体制の構築をめざす」とあります。実際こういった食中毒ならびにノロウィルス

とかいうウイルスを発生させないことが大前提だとは思うのですけれども、万が

一起こった時に、先ほど述べられた５つの措置では、連絡するとか、子どもたち

の安全を第一に考えてというのは分かるのですけれども、起こった場合、また今

回のように２社また３社になるのか分からないですけども、また弁当製造業者か

ら頼むのか、それともここに書いておられるように、新しい人員の確保をするの

か、また他の町内の給食施設との協力体制の構築をするのかというところが非常

に曖昧と言いますか、全然、私にとってはどのような措置を講じるのかというの

が分からないのです。 

平成２３年度の当初予算の中にも、給食センター総務費の中に「給料」という

のがありまして、そこには２,４９２万４,０００円計上されています。２２年度

の当初予算では、給料の部分については２,５３７万８,０００円ということで、

これは２３年度予算の方が４５万４,０００円減額になっているわけですね。 

臨時職員さんの場合は、２３年度予算では５０３万８,０００円計上されていま

して、２２年度は４８４万６,０００円で、こちらについては１９万２,０００円

増額になっているのですけれども、人員の増員を考えているならば、これぐらい

というか、逆にトータルすると減っているので、本当に人員を確保するというこ

とについて真剣に考えておられるのかどうか。 
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それとまた２点目の「他の町内給食施設との協力体制の構築をめざす」という

ふうに書いておられるのですが、どの程度まで進んでいるのかについて、お伺い

したいと思います。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 貴多議員さんの再質問にお答えいたします。 

今回の感染におきましては、ノロウイルスでございまして、職員１８名中８名

の感染が確認をされました。感染が今回と同じ状態であれば、場合によっては対

応策も今回と同じ手順でいくというふうなことにもなると思いますが、実際には

感染の種類はノロウイルス以外にもＯ－１５７・赤痢菌・サルモネラ菌等、いく

つもございます。感染者の人数も、調理師の感染人数が８名にも及ぶのか、１名

だけで終わっているのか。あるいは、子どもにまで事態が及んだのか。状況等に

よってはいろいろなことが考えられます。さらには、感染経路や発生時期等も状

況によってまた変わってくる部分があると存じます。 

その中で、先ほども申しましたように、子どもの安心・安全を、衛生管理を第

一に考えて最善の対応策を考えていきたいというふうに思っております。 

状況によっては、例えば仮に感染した職員が少ないということであれば、新し

い人員の確保、調理師の確保をお願いをして調理を続けていくというふうなこと

も選択肢として出てまいりますでしょうし、今回のように１８名中８名というふ

うな事態であれば、違うところから、業者から給食をお願いする、調達をお願い

するというふうな事態も生じてくると思います。 

これは、今後の発生、もし万が一発生した場合の状況に応じて考えていくもの

であるというふうに存じ上げております。以上、回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ２番、貴多議員。 

〇２番（貴多正幸） 発生した状況においていろいろな対応策を考えるということは

重々分かるのですけど、やはり前もって、こういった時にはこういうふうにする

というものを持っておかないと、やはり慌ててしまうのではないかなというふう

に考えます。そういった時に誰が一番被害を被るかといったら、子どもたちにな

るのではないかなというふうに考えます。 

平成２３年度の竜王町教育行政基本方針の中にも、食育の推進ということで、

やはり食から学ぶという、そしてまた育むということが非常に重要視されている

のではないかなというふうに私は考えますので、そうした対応について迅速にす

るために予防線を張っておかないといけないのかなというふうに考えるのです
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けれども、食育の観点から教育長、どのように今回給食が１５日間中止になって、

子どもたちに与えた影響や、今後もしこれが起こるならば、どのように防いでい

って、子どもたちに食育を学ばせていくのかということについて、最後どのよう

に考えておられるのか、お伺いしたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 岡谷教育長。 

○教育長（岡谷ふさ子） 貴多議員さんの再質問につきまして、お答えをさせていた

だきます。 

先ほどご質問の中で、起こった場合の代替の調理師、それからまた町内の給食

施設等との協力を求めているのかどうかということでございますが、今回の場合

も途中、外食産業に頼るところがございましたので、そのことにつきましても検

討しておりましたし、今後、万が一起こった場合の調理をどうするか。できるだ

け子どもたちに、衛生面ではきちんと守ったうえで給食をできるだけ続けていき

たいということから、町内の給食関係機関との連携と、それから代替の調理師に

つきまして、今後前向きに検討していく予定でございますし、そのこともマニュ

アルの作成とあわせまして、平成２３年度の教育行政基本方針に重点項目として

うたってございますので、来年度、それにつきまして具体的に検討していきたい

と考えております。 

それからもう１点、今回の保健所の指摘によりまして、調理師さん等の作業あ

るいは活動取り組みが増えました。そのことにつきまして大変時間と労力を要し

ておりますが、それでもなおやはり衛生面での基準を厳しくしていかなければな

りませんので、そのことに関わりましての改善策も財政当局にお願いしていると

ころでございまして、それも含めまして、今後より一層の、基本的には衛生基準

の遵守、それを踏まえまして対応策を具体的に講じてまいりたいと考えておりま

すので、もうしばらくお時間をいだきたいなと考えているところでございます。 

大変ご心配いただきまして、ありがとうございます。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 貴多議員さんの質問に、追加でお答えをさせていただきます。 

私自身も、今度のノロウイルスでは大変勉強をさせていただきました。 

１月２０日は木曜日でございました。私のもとにノロウイルスの報告が届きま

したのは、午後７時前だったと記憶いたしております。その時の報告内容でござ

いますけど、「８名の陽性の結果が出ましたが、他の職員は元気であります。翌

日の金曜日でございます１月２１日の給食につきましては、火を入れるもの（か
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らあげ等）で給食を準備したいと考えています」というのが現場の意見でありま

した。「今の時間から弁当等の手配は困難ですので」との意見も含めてのことだ

ったと思われます。 

私はその時、まず１点目、原因も分からないまま調理場を使うこと、２点目、

万が一にも生徒児童に感染すれば、それこそ取り返しがつかないということ、３

つ目に、元気な職員も感染の疑いがないとは言い切れないこと、この３つをその

場で考えまして、即座に給食中止という指示を出させていただきました。 

その時、同時に１月２１日は、もう弁当が難しければ非常食があるではないか

と、そちらの方で手当てをして、１月２４日、週明けの月曜日から対応をもう一

度立てたらどうかという指示もあわせて伝えたのを記憶いたしております。 

私、その時勉強させていただきましたのは、やはり危機意識というのでしょう

か、実際の現場での判断は非常に重要であるということを勉強させていただいた

ところでございます。以上、追加でお答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 次に、１０番、小森重剛議員。 

○１０番（小森重剛） 私は、竜王町財政健全化プランの取り組みについて、お伺い

します。 

竜王町においては、平成２０年度決算に基づく財政健全化判断比率が１８.

４％を超えたことから、平成２１年７月に平成２１年度の予算の再精査を行い、

今後の予算編成にかかる方針の見直しに着手されました。財政状況が逼迫する中、

財政の悪化を食い止め建て直しを図るべく、平成２２・２３年度を財政健全化の

強化を図る年度と位置づけ、２３年度予算においては、１３項目の財政健全化施

策を打ち出されました。 

そこで、先般の「竜王町財政健全化に向けた住民説明会」において、竜王町の

財政の将来見通しとして、今後の竜王町における歳入歳出予算の見込みにおいて、

毎年約３億円～５億円の財源不足が発生し、これを補うために基金の取り崩しが

必要となるとの説明がありました。 

平成２１年度末で取り崩し可能な基金残高が約１２億７,９００万円であり、

あと２～３年で底をつくとのことですが、予算の根幹をなす町税が減少し、歳出

の義務的経費が増加する中で、基金の取り崩しに歯止めをかけ積み上げに転じる

方策、また、一方の公債費については減額する方策についてどのような計画を立

てられているのか、今後の見通しについて伺います。 

また、説明会の中でも、「竜王町の規模にあった」とか「身の丈にあった」と
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いう言葉が随所に出てきますが、いかにも抽象的であり「竜王町の規模」、「竜王

町の身の丈」とは、何をもってどうであるから、これが竜王町の規模であり身の

丈であるかを、分かりやすく具体的な根拠をお伺いします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 小森重剛議員さんの「竜王町財政健全化プランの取り組

みについて」のご質問にお答えいたします。 

議員仰せのとおり、平成２０年度決算において財政健全化判断の一指標である

実質公債費比率が１８.４％となり早期是正基準を超えたこと、また、リーマン

ショックの町内企業への影響により平成２１年度における大幅な法人税の減収

見込を受けて平成２１年度予算執行の再精査を行い、さらに今後見込まれる義務

的経費の増加、法人税収等の回復が見込めないことから、平成２２・２３年度を

財政健全化に向けた重点取り組み年度として、今日まで本町が行ってきた事業す

べてについて、その目的や成果を検証し、平成２２年度予算においては、比較的

住民生活に及ぼす影響が少ない事業から見直しを行い、平成２３年度予算におい

ては、新しいサービスの導入検討とあわせて、将来にわたって現行制度のサービ

スを継続して提供していくために、住民生活に影響を及ぼす事業にも見直しをさ

せていただきたく、住民説明会を開催し、ご説明申し上げ、ご理解を求めてきた

ところでございます。 

住民説明会では、一定のご理解をいただくとともに、たくさんのご意見を頂戴

いたしました。これらの意見は真摯に受け止め、今後の行政経営に活かしてまい

りたいと考えております。 

さて、議員ご質問の１点目、基金の取り崩しに歯止めをかけて積み立てに転じ

る方策、また、公債費の圧縮に向けた方策についての計画、今後の見通しについ

てでございます。先ほどの蔵口議員の質問の町長答弁にもありましたように、町

の財政運営もそれぞれの家庭の家計簿と同様でございます。収入がないまま支出

をしていては、赤字となります。すべての事業について精査を行い、不要不急の

事業は凍結・繰り延べなどの措置を行い、見込み以上の税収があれば、これらの

財源は、財政調整基金等の積立金財源あるいは公債費の圧縮に向けた繰上償還の

財源とさせていただきたく考えております。 

また、歳入につきましても企業誘致や人口増加策等を積極的に行い、税収の確

保に努めたいと考えております。 

現時点での見込みといたしまして、実質公債費比率が１８％以下となるには、
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平成２５年度決算に基づく算出時点を想定をいたしております。 

次に２点目、「竜王町の規模」、「竜王町の身の丈」でございます。町の予算規

模についてのお尋ねかと思います。歳入予算の財源構成は、町税や国からの交付

金、地方交付税など使途を制限されない経常一般財源、使途は制限されますが経

常的経費に充当することができる分担金負担金、使用料手数料、国県補助金等の

特定財源、その他政策的経費に充当される特定財源の合計からなります。 

これら本町の過去の歳入の決算推移および今後の制度改正等を考慮し、単年度

の歳入見込額を推計いたしますと約４６億円と見込まれます。これは、平成２２

年度・平成２３年度と財政健全化に向けた取り組みを実施し編成いたしました平

成２３年度予算とほぼ同額となりました。 

また、歳出見込みにおきましても、同様に４９億３,０００万円と推計してお

ります。「その年の歳入をもってその年の歳出に充てる」即ち「入るをもって出

づるを制す」が財政運営の基本的な考え方でございますので、そのことからする

と、歳入の確保が可能な推計額４６億円前後が竜王町の予算規模として適当な範

囲と考えております。 

しかしながら、推計では歳出が歳入を上回っており、この予算規模を維持して

いくためには、引き続き行財政改革に取り組むとともに、住民皆さんが担ってい

ただく役割、行政の担うべき役割、また、住民皆様と行政の双方が協働して行う

べき事項等についても検討し、住民皆様方に行政に対して関心を持っていただき、

住民自治の高まりにご理解、ご協力を得るよう努力してまいりたいと考えており

ます。以上、小森議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １０番、小森議員。 

○１０番（小森重剛） 規模等々、身の丈については４６億円そこそこ、歳入に合っ

た歳出をするのが身の丈であろうという回答をいただきましたけれども、歳入に

ついては、個人・法人税ともずっと見ていきますと、法人税が半分ぐらいに落ち

ている。個人については横ばいか、やや落ちると。逆に支出の方で扶助費という

のがどんどん上がってきて、高齢化の関係だと思いますけども、１７年度・１８

年度から比べたら２倍近い金額になっておるというところが見受けられます。 

それでもって、先立って財政健全化に向けた事業の見直しということで、１５

項目を引っさげられまして、各集落と言いますか、住民説明会を行われました。

その中で我々も見せていただきましたけども、とにかく縮小・縮小、事業を縮小

していきたいということで、とにかく「出」を抑えていこうではないかというこ
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とで計画を立てられておりますけれども、私が考えておるのが、「厳しい、厳し

い」という中にも、やはり、「厳しいけども、竜王町はこれだけは」、何回も、い

つでも申しておりますように、「これだけはキラリと光らせておるのだ」と、「武

士は食わねど高楊枝」ではございませんけど、「腹が減っているのだけども辛抱

するのだ」というところは辛抱する、「これだけはきちんとしていく」という部

分を、はっきりメリハリをつけた予算執行の仕方をしてほしいなというのが１つ、

気持ちでございます。 

それで、住民説明会において１５項目、いろいろ担当課が説明をされましたけ

ども、これについていろいろなご意見、また質問等々が出たと思いますけれども、

それをいかにして即、２３年度予算に反映をされておるのか。また、「もう予算

はできているから、意見は聞いただけだ。説明しただけだ」と。「説明会だから、

あくまで説明しただけだ」ということで終わってしまうのか。いかにして、どう

いうふうに活かしていこうとされておるのか、その辺をひとつお聞かせ願いたい

と思います。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 小森議員さんの再質問にお答えをしたいと思います。 

予算執行につきまして、メリハリのある予算をというふうなことでございます。

平成２１年度におきまして、庁内でプロジェクトチームによりまして、全事業の

見直し評価というのをやっております。そういった中で、見直しという意見が出

されておるものが１５１事業というふうなことでございます。そういった中から、

まだ取り組みをさせていただいたのがごく一部というふうなことでございます。 

住民説明会におきます住民の皆さんのご意見というのは、今、議員がおっしゃ

っていただきましたように、既に予算上は編成が終わっております関係上、今後

も引き続き財政改革・行政改革というものには取り組んでいく必要があるといふ

うに考えております。そういった中で、やはりさらに事業の精査を実施し、そし

て、メリハリのある予算編成というふうな方向へ進んでまいりたいというふうに

考えております。以上、再質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １０番、小森議員。 

○１０番（小森重剛） ちょっと回答がもうひとつ意味がよく分かりません。 

もう再々質問ですので、予算の説明の中でもいろいろあるのですけども、２３

年度の予算の特色ということで、中に概要は、予算編成の方針が書かれておりま

す。この中で基本項目として、町民の目線に立った住民本位の未来に羽ばたく夢
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と安らぎのあるまちづくりの推進に向けて５つの項目を掲げられております。設

定されております。１から５項目までございます。 

この中で、町の未来をともに創造するとか、協働のまちづくりとか、いろいろ

なことを基本的に書かれてございますけども、平成２３年度につきましては第五

次竜王町総合計画の初年度に当たります。これに向けて過去、先人が昨年オープ

ンしましたアウトレット、それからまたこの２月にオープンしてくれました平和

堂につきましては、先人が１０年なり１５年かけて希望を持って、「よし、やっ

ていこう」という中身で考えておられた。それがやっと今、明かりがついたとい

う状況になりました。 

私、何が申したいかと言えば、「厳しいのだ、厳しいのだ」「いや、でも今度は

１６ha もらったものをこういうようにしていこう」と、計画を立てることについ

ては何もお金は要らないわけですよ。金を貯めていくのも必要ですけど、計画を

立てることについては何も金が要らない。そして、それについて計画を立てて実

行に移していこうと。その金を貯めて、それで実行に移していこうというような

計画性を持って作業をしていっていただきたいなと。 

金が貯まったから、次は何をしようかと。それから考えだしたら、それから１

０年・１５年かかるわけですよ。そうではなくて、今からでもいいから、もう次

は何をしよう、１６ha の部分についても何をしようと計画を立てていて、やっと

実るのが１０年か１５年ですよ。そういう中身で、「金がない、金がない」と言

うのも必要でしょう。ないものはないのですから、ない袖は振れないのですけど。

その中で、やはり知恵を出して、汗をかいて、ひとつ竜王町の未来のために創造

する、こういう基本方針・予算方針を立てていただいておるのであれば、計画も

そうして並行して、こういう計画で未来をつくっていきますという新たな希望を

持った計画を提示していただければなと思うのですが、その辺についてはいかが

でございますか。 

○議長（寺島健一） この際申し上げます。会議時間を延長いたしますので、あらか

じめご了承願います。 

川部総務政策主監。 

○総務政策主監（川部治夫） ただいま小森議員さんから、第五次総合計画の中で具

体的に、予算の関係で金を貯めてからではなくて、貯めるまでから計画を立てよ

ということでございました。 

先般も第五次総合計画の中で基本構想をお認めいただきながら、引き続き総合
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計画の最終調整をさせていただいている中で、特に今お話のございましたように、

この１０年間具体的にやはり計画、財政に基づきながらということがございます

けど、やはりこの１０年間していかなければならない事業につきましては、先般、

数字は入れておりませんけれど、皆さん方の方へ総務産業建設常任委員会の中で

もご提示をさせていただいていますように、今後考えられる１０年間、やはりや

っていかなければならない事業がきちんとございます。 

そうした意味で、それに向けて財源も確保しなければならないということも、

今、引き続き調整もしておりますので、おっしゃるとおり、今後、数字も明らか

にしながら、皆さん方にご提示もさせていただきたいと思っておりますので、以

上、回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） まず、国保の患者負担金の減免について質問をします。 

昨年の１２月議会でこの質問をしましたところ、まともなお答えをいただけま

せんでした。私の質問は、昨年９月に厚生労働省の保険局長が「一部負担金の徴

収猶予、および減免などの一部改正について」と題して出された通知のことです

けれども、このことをご認識いただいての答弁であったのか、まずはじめにお伺

いをします。 

この通知は、減免の基準であった災害や事業の休廃止等について、その基準を

より明確にされたものです。しかも減免額の２分の１は国が負担するとしてい

ます。竜王町の国保税条例には、災害や事業の休廃止等の場合の減免はありませ

んか。その部分の明確化を求めているのではないですか。しかもこの通知は、も

し市町村の基準が、国の基準よりも低かったら国の基準に合わせなさい、国の基

準より高い場合は下げなくてもよいですよと書いてあります。違いますか。 

ですから、主監答弁のように国保連合会で話し合うとか、足並みを揃えるとか

いう問題ではなく、規則で基準を明確にすればいいものだと思いますが、それでも

竜王町の規定を国の通知のように合わせるということはできないのか、お伺いを

します。 

次に国保税の減免ですが、会社都合による退職で、退職した翌年の国保税が非

常に高くなるので、収入を１００分の３０として保険税を算定するとした制度が

あります。もちろん担当の職員さんはご存知だと思うのですけれども、窓口でこれ

について相談がありませんでしたか。納税相談もあわせて何件あったか、お伺

いします。 



 - 145 - 

相談がないまでも、こういう制度がありますという紹介は何件したのかをお伺い

します。以上、よろしくお願いします。 

○議長（寺島健一） 田中住民税務課長。 

○住民税務課長（田中秀樹） 若井敏子議員の「国保の患者負担の減免について」の

ご質問にお答えいたします。 

昨年９月の厚生労働省保険局長の通知については、承知いたしております。町

といたしましては、「国民健康保険一部負担金の徴収猶予および免除に関する要

綱」制定に向けて、現在その事務を進めているところであり、平成２３年度の早

い時期に実施したいと考えております。 

また、国保税条例において、災害や事業の休廃止等の場合の減免はないかとい

うお尋ねでございますが、現行では、①貧困により生活のための公私の扶助を受

けるもの、②不慮の災害等により生活の基礎となる資産に甚大な損害を被ったも

の、③そのほか特に町長が必要と認めたものとの規定となっております。 

議員仰せのとおり、昨年９月に国においては一部負担金の減免の場合の収入の

最低基準は示されました。しかしながら、徴収猶予の場合の最低基準は示されて

おりません。 

また、徴収猶予の適用が受けられる該当項目が、従前より４つ示されておりま

す。その中の１つであります、災害により死亡したときや障がいを負ったとき、

または資産に重大な損害を受けたときのいずれかに該当した場合には適用する

ことと規定されておりますが、障がいを負ったときの障がい等級の基準や重大な

損害の基準については、今回の改正においては示されませんでした。 

他にも、この制度を運用するにあたり、町において規定しなければならない事

項がございます。 

また、徴収猶予および免除に関する制度の実施につきましては、これまで県内

市町で足並みを揃えて取り組むと申し上げてまいりましたが、これは、医師会や

国保連合会との調整が必要であり、「免除・減額・猶予」と市町によって取り扱

いが様々でありますと、医療機関の窓口での対応が煩雑になりますので、これら

のことを踏まえて、円滑な対応を行うため、県内の市町で構成する国保問題調査

研究会において制度整備等について検討をすることが望ましいという考えから

のものでございます。今申し上げました状況から、町の基準の制定に期間を要し

ていることについて、ご理解をいただきたいと思います。 

なお、徴収猶予および免除に関する制度は国保の財政運営に影響を及ぼすこと
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から、本町の免除に関する基準については、国が特別調整交付金の対象として免

除を行った額の２分の１の額を交付すると定めている範囲と規定することとし、

健全な財政運営に努める必要があると考えております。同時に、一部負担金につ

いて猶予等を行う場合の予算措置も必要になってまいりますので、これらのこと

をあわせて国民健康保険運営協議会において審議をいただく予定でございます。 

次に、非自発的な失業者にかかる国保税の減免についてお尋ねをいただいてお

りますが、この制度が昨年４月１日に施行されました以降においては、国保の資

格取得の段階から本制度について紹介をさせていただき、本制度が適用できる方

につきましては適用をさせていただいております。 

被保険者への周知につきましては、町広報やホームページに掲載を行いました。

あわせて、国保税決定通知を行う際にも個々の被保険者にお知らせを添えて送付

し、周知に努めました。さらに職業安定所でも、失業された方に対して「非自発

的失業者にかかる国保税の減免」について説明をされております。 

また、このことに関するこれまでの相談件数は、４０件程度で適用件数は３１

件でございました。このときには、あわせて納税相談もさせていただいておりま

す。以上、若井議員さんのご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 最初の部分で、現在進めているのだということで、２３年の早

期に明文化したいというふうにおっしゃったのですね。 

それにそんなに時間がかかるということがよく分からないのですけれども、医

師会との関係で、現場で混乱があるといけないから、国保問題調査研究会で議論

をするのだという話ですけれども、とりあえずは、昨年そういう質問をして、一

向に動かないのかなと思っていたら、動いているというふうに理解をしていると

ころで、それはそれで了解したところです。 

１００分の３０についての相談が４０件ほどあって、それの３１件は適用した

のだというお話ですが、適用されるのは、例えば会社都合による退職がありまし

たよね。実際は会社都合ではないのだけれども、会社都合として認められるとい

うのがあるのですよ。その辺はご存じですか。 

ハローワークで確認したところ、会社都合で退職したとは会社は言わない。言

わない会社があるのです。会社都合であるにもかかわらず、会社都合だと言わな

いところがあるのです。そういうところでも、収入が８５％下がった場合、いろ

いろな待機期間みたいな形で下がった場合、それはもう会社都合に認めるという
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のがあるのです。これもひとつ、こういうこともあるのでハローワークとも相談

してもらったらいいというふうに言ってもらったらいいのかも知れないのです

けれども、何かその証明みたいなものが要るのでしょうか。会社都合であるとい

うのは、離職証明書に「会社都合」と書いてあるとかいうのがあるかも知れない

ですけども、離職証明には「会社都合」と書いてなくても、ハローワークは認め

るというのがありますから、そういう場合、こちらでも認めてもらえるのかなと

思いますので、その辺もあわせて確認もしてもらって、紹介をしてもらえればな

と思います。 

もう１つ、私はこの４０件というのもそうでしたし、納税相談を受け付けまし

たというお話もありましたし、この制度を導入したら予算措置もしなければなら

ないのだという話があったのですけれども、一概には言えないのですけど、こう

いう方こそ滞納になる可能性のある人、そういう言い方が適当なのかどうか、良

く分からないのですけども、だからこそ丁寧な対応、迅速な対応、そういうもの

が求められると思うのです。 

予算措置しなければならないということもありますけれども、そうすることで

滞納を防げることになるのではないのかなというふうに思いますので、ぜひその

辺では丁寧な対応、特別に心のこもった対応をしてほしいなと思います。 

それから、再質問でお願いしたいのは、基準が明確化されていないというのが

ありましたね。徴収猶予の基準が示されていない。生活保護世帯の基準の１１

０％とか１３０％とかという基準を持っている市町村があったのですけれども、

それがその基準になるのではないのかなと思うのですが、そういうものではなか

ったのですか。 

減免制度を実施している自治体で、収入基準も生活保護の１１０～１３０％に

するとか、通院にも適用しているところがあると。自治体の判断で国の基準より

も拡充できると、通知でも明確にしてほしいということを国会で議論している中

で出されているのですけれども、当然、自治体に減免基準の引き下げを強要する

ことがあってはならないという言葉もあるのですけれども、その時の政務官の答

弁は、国基準というものは、「最低限これくらいは」という表現なので、市町村

が自主的に決めたらいいものだというふうなことが国会で議論されているので、

ぜひこれらも参考にして決めていただきたいというふうに思います。 

結果的には、ご答弁としてはもう新年度から具体的にするということでしたの

で、改めて質問するに及ばないかなと思いますので、先ほど質問と言いましたけ
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れども、この辺にしておきたいと思います。申し訳ないです。 

〇議長（寺島健一） それでは、次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） では、２つ目の質問です。「安全安心のまちづくりのために歩

道と街路灯の整備を」ということで質問をします。 

青色の照明燈がついて、少し街路灯が増えましたけれども、まだまだ夜は安心

して走れません。子どもたちの通学も、高校生の自転車通学も、ジョギングやウ

ォーキングも、なかなか安心して道路を通れない状況があります。 

自転車道といっても途中で消えてしまうようでは困ります。 

そこで私は、南北に篠原駅と八幡駅につながる自転車道と、ドラゴンハットか

妹背の里を起点にして１５㎞とか２０㎞のジョギングコースの整備を提案しま

す。篠原駅と八幡駅につながる自転車道は、平和堂に買い物に行かれる高齢者が

電動の乗り物でも安心して通れるように整備してもらいたいものです。 

もう１つの提案は、小口八重谷線の街路灯整備です。交流人口としてアウトレ

ットに働く若者を人口増のターゲットにしている竜王町ですから、そのうちの

２００人以上が通っていると思われる従業員駐車場に通じる道路には、暗闇がな

いように７ｍ間隔ぐらいで照明燈をつけていただきたいものですが、ご所見を伺

います。同時に、安全安心の道路整備計画についてのご所見もお伺いします。以上、

よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 若井敏子議員からの「安全安心のまちづくりのために

歩道と街路灯の整備を」についてのご質問にお答えいたします。 

議員さんよりご提案いただいております１点目の南北の自転車道の整備であ

りますが、近江八幡駅へは、町道中央通り線、県道綾戸東川線の幹線道路には自

転車歩行者道が、また、バイコロジー道路においては一定整備されておりますが、

篠原駅につながる自転車道につきましては、幹線道路において未整備であります。

同時に、歩道拡幅には用地買収・工事費等相当な経費が必要でありますことから、

国・県の補助事業を求めながら整備していかなくてはなりません。 

また、ジョギングコースでありますが、妹背の里を起点としてサイクリングコ

ースが１４.６㎞・１８.６㎞の２コース設けておられますので、このコースを利

用していただければと思っております。 

２点目であります町道小口八重谷線の街路灯整備でございますが、大型商業施

設の開業に伴い、町民の方が自転車等でも行けるように自転車歩行者道の改良工
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事にあわせ、既設街路灯の他に５基の街路灯を設置してまいりました。アウトレ

ットに勤務されている従業員の駐車場が隣接しておることから、多くの方々が歩

道を利用されていますが、暗い箇所もあり防犯対策として３基を関電柱に添架し

街路灯の設置を行うよう現在進めているところでございます。 

続きまして、３点目であります安全安心の道路整備計画でございますが、基本

的に交通量が多く交通事故の発生状況等を勘案し、小・中・高の児童生徒が通学

する道路を優先し、交通安全の確保を図るために、町道西川ため池線等主要路線

の整備を進めていきたいと考えております。議員より提案いただきました件につ

きましては、今後の道路整備計画の参考とさせていただきたいと思います。 

以上、若井議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 妹背の里を起点としたサイクリングコースというのは、走って

みられましたか。一度走ってみてくださいますか。最近走ってみられましたか。

十分なサイクリングコースかどうかを確認してほしいのです。 

朝とか、たくさんの人が歩いたり走ったりされているのですよ。近江八幡駅ま

で行く道路には、主に歩道はありますから大丈夫なんですけど、うちの集落の子

もマラソンに出るという女の子がいて、朝早くから走っているのですけども、く

るっと回って帰ってくるというときに、どこか途切れるのですよ、歩道が。同じ

道を行って、同じ道を帰ってきたりしていて、危ないからといって自転車でお母

さんがついておられたり、そんな感じなので、やはり走れるようなコースという

のはきちんと確認してつくってほしいなと思うのが１点です。 

山之上から平和堂へ、年寄り用のスクーターに乗って買い物に来られるおばあ

ちゃんとかおじいちゃんがおられるのです。あれを見ていたら、たくましいなと

思うのですけれども、危ないですね。本当にあの人たちも安心して買い物ができ

るような道路整備というのを考えてほしいなと思います。 

もう１つ私が提案したいなと思っているのは、ドラゴンハットです。朝、ジョ

ギングしたり散歩したりする人のために開けることができないかなと思うので

す。開けてどのくらいの利用があるのかというのは確認しないといけないかも知

れないですけど、しっかり閉まっているのです。あの端を歩いておられる人はた

くさんあるのです。川べりを山中ぐらいまで歩いて帰ってくるとか、ドラゴンハ

ット経由岡屋行きとかいうコースで歩いておられる人はたくさんあるのですけ

ども、あの人たちもやはりドラゴンハットが開いていたら、中で歩ける、中で走
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れるのではないのかなと思うので、それができないのかどうかというのもぜひ検

討してほしいと思います。その辺についてのご所見がもしあれば、お願いします。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 若井議員さんの再質問にお答えさせていただきます。 

妹背の里を起点にしたサイクリングコースでございますけども、一度確認をさ

せていただきたいと思っております。 

それから、すべての町道において歩道整備というのは、なかなか非常に難しい

ところもございますけども、主に交通量の多い幹線道路から順次整備も計画させ

ていだたいておりますので、ご理解願いたいなと思っております。 

３点目、ドラゴンハットを開放できないかということにつきましては、指定管

理等のこともございますので、そこら辺を含めて事業団等の方とも協議をさせて

いただきたいなと思いますので、よろしくお願いいたします。以上、回答とさせ

ていただきます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 次に、徴税の取り組みについてお伺いをします。 

滋賀県が県税の徴収率を上げることを目的に、滞納整理機構をつくって県下す

べての自治体に共同徴収チームをつくったと聞いています。この機構と町の共同

徴収チームとは、どんな仕事を、どのようにしていたのか、説明をしてください。

この間の取り組みについての成果・結果を伺います。 

先日私は税金が払えないという町民さんとともに、共同徴収チームの窓口を尋

ねました。この町民さんは自分の状況を説明したあと、「１００万円以上の滞

納だけれども、今月から定職に就けたので、何とかやりくりをして、毎月２万円

の支払いをしていく。５年かかっても６年かかっても、全額支払いをするから。」

と説明されました。窓口の担当者は県の職員さんで、その職員の言い分は「あな

たの収入なら５万円の返済はできる。それができないというのなら給料を差し押さ

えする」というものでした。 

今日まで差し押さえや競売で納付された例は何件あるのかをお伺いします。差

し押さえが当然となっていませんか。町が行った差し押さえは、町が行う場合問

題はないのですか。私がいっしょに聞かせてもらったこの事案については、既に

報告済みと思いますが、この職員の話の仕方・内容等に何ら問題はなかったのかを

お伺いします。今までの取り組みについてのまとめと今後の取り組みについて、

お伺いをします。 
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○議長（寺島健一） 田中住民税務課長。 

○住民税務課長（田中秀樹） 若井敏子議員の「徴税の取り組みについて」のご質問

にお答えいたします。 

まず、滋賀地方税滞納整理機構につきましては、滋賀県および県下の市町をも

って組織し、滋賀県と市町の共同による地方税の滞納額の縮減と税務職員の徴収

技術の向上を図るため、平成２０年４月に設置いたしました。 

実施事業につきましては、①県職員２名と市町からの派遣職員２名の計４名で

チームを編成し、事業参加市町へ派遣する「滋賀県と市町職員の合同チームによ

る市町派遣事業」、②共同徴収・徴収業務の助言・財産調査・捜索・公売支援等

を行う「滋賀県職員の市町への短期派遣事業」、③県市町の身分を併任して相互

に職員交流を行う「滋賀県・市町職員の交流併任事業」、④県が引き受け、滞納

案件を直接徴収・滞納処分を行う「滋賀県による個人住民税の直接徴収事業」、

⑤共同催告・共同公売事業、⑥徴収事務研修事業などを実施しております。 

竜王町におきましては、平成２０年度および本年度に県と市町職員の合同チー

ムによる市町派遣事業を実施しており、平成２１年度には県職員の市町への短期

派遣事業を実施しております。 

平成２０年度につきましては、上期（４月～９月）に共同徴収事業を実施し、

実績につきましては、同年９月末現在で、委託者数２４１者・滞納税額３,５１

７万９,６０３円のうち、完納は７９者・収納税額は１,３４６万８,０３５円で

す。また、差押件数につきましては、７５件です。 

平成２１年度につきましては、７月から１２月まで滋賀県職員の市町への短期

派遣事業を実施し、委託者数６８者・滞納税額２,６４５万６５２円のうち、完

納は３者・収納税額は２９万５,３６２円です。また、差押件数につきましては、

１４件です。平成２１年度の短期派遣事業につきましては、特に相続案件を処理

していただいておりました関係から収納税額が低くなっております。 

本年度につきましては、下期（１０月～３月）に共同徴収事業を実施し、実績

につきましては、本年２月末現在で、委託者数１８６者・滞納税額４,１９８万

９８４円のうち、完納は５０者・収納税額は１,０５３万２,７８９円です。また、

差押件数につきましては、８４件です。 

次に、今日までの差押件数および収納額ですが、共同徴収などを含めて平成２

０年度は差し押さえ１０７件で、収納額７３８万８,６７４円、平成２１年度は

差し押さえ１０１件で、収納額５７７万９,２７７円、今年度は２月末現在で差
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し押さえ２１５件、収納額１,１３６万５,７６３円です。なお、公売したものは

ありません。 

次に、町が差し押さえを行うことは問題はないのかとのことですが、地方税法

および国税徴収法の規定により進めておりますので、問題はありません。 

次に、若井敏子議員さんと納税相談に来庁された町民さんへの対応については、

国税徴収法の規定に基づき給与の差押禁止額を計算したうえで提示させていた

だいているもので、問題はないと考えております。 

次に、今日までの取り組みについてのまとめと今後の取り組みについてであり

ますが、滋賀地方税滞納整理機構において実施してきました事業で徴収技術の向

上が一部図れたものと考えており、今後においてもこの徴収技術を活かしながら、

大部分の善良な納期限納税者との不公平感等を生まないよう、法令に基づき粛々

と滞納処分を行い、納税意識の高揚につなげていきたいと考えております。以上、

若井議員さんのご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 今は震災で大変なところの方面ですけど、群馬県の玉村町とい

うところがあるのです。ここの話はご存じですか。 

２００８年の５月に、国保税と町民税の滞納者に対して、銀行口座に振り込ま

れた給料２０万円を予告なしに差し押さえるという事案があって、裁判となって、

結果的には町が解決金６２万円を支払うということで決着しているという事案

があるのです。その和解書の中にどう書いてあるかというと、納税者の生活実態

の尊重が重要だということを、そのまちの町長が和解の文書の中に入れて合意を

されているのです。 

私は、窓口で話合いをしている中で、言葉は大変丁寧にしゃべっておられるの

です。ところが、その場にいたらぞっとするようなしゃべり方です。それは、文

章にすれば丁寧なんですよ。でも、聞いていると怖いのですよ。非常に技術的な、

役者だなあと思いながら聞いていたのですけども、そういう対応であったので、

聞いておられる人は男の人ですから、そうは思っておられなかったかも知れない

ですけども、そういうところもぜひ見てほしいなというのが１つです。 

私は、議員も未収がどれだけだと、予算でずっとみんな聞かれましたよね。だ

から、みんな徴収には一生懸命努力していますという話をされていますし、税金

を納めるのは当然の義務ですから、それが納められていないことについて、職員

さんが苦労して集めておられるということは、それは決して否定するものではな
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いのです。それは当然のことですし、自分の任務を遂行するということでがんば

ってもらっているわけで、大事な仕事をしてもらっているわけですから。ただ、

納税する人一人ひとりに寄り添った徴税を進めてほしいと思うのです。 

そこでぜひ検討してほしいのは、１つ目には、滞納となっている人への働きか

けは、情報提供とその人に寄り添いながら人道的に支援することを重点にしてほ

しい。これは、先ほどの話し方もありましたけれど、情報提供というのは、１０

０分の３０もそうなんですが、先ほどハローワークの話もしましたけども、そう

いう持っている情報をやはり丁寧に出すことです。滞納整理の中で、「そういう

こともありますよ、該当しませんか」という話もちゃんとするということが大事

で、今議会ではいくつかの条例もつくられましたけれども、この条例は申請主義

です。言ってこられなかったら、こちらから「こんなものがありますよ」とは言

いませんというような話があって、条例というのはやはり、つくっても住民さん

にはなかなか伝わっていないものもありますから、広報にも出していますといっ

ても、見ておられなかったら分からないわけですから、そういう丁寧な対応をぜ

ひしてほしいということが１つ目です。 

２つ目には、竜王町の良さだと思うのですよ。この１万３,０００人の人口の

中で、役場へ来れば、「あの職員さんは○○○の人やな」、「○○さんの子やな」、

「あそこの娘さんやな」とかいうことを言いながら、「ちょっと相談があるんや

けど」と、声をかけられるのは、やはり合併しないでがんばっている竜王町の良

さだと思うのです。 

ところが、窓口に座ったら分からないのです。私も座って「誰やったかな」と

思うような、そういう人が徴収の窓口に座ること自体は、これは県の方針かも知

れないのですけれども、やはりどうなのかなというふうに思うので、町民と町の

職員がお互いに信頼関係を保つことが大事で、徴収についても臨時的な町職員さ

んに任せるのではなくて、生粋の職員がやはり当たるべきだと。このことを２つ

に提案したいと思うのです。 

３つ目は、プライバシーの保護を重視して、納税相談はカウンターでするので

はなくて、きちんと部屋に入って話合いをすることが大事だと思うのです。この

ことをまず３つ提起しておきたいと思うのです。この辺についてのご所見をお伺

いします。 

○議長（寺島健一） 田中住民税務課長。 

○住民税務課長（田中秀樹） ただいま若井議員さんから３点の質問をいただきまし
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た。 

まず１点目、滞納者につきましては、寄り添って情報も提供しながら丁寧に対

応してほしいということです。今日まで町の対応といたしましては、当然、法的

に基づきながら相談をかけながら話は聞いております。特に今ありましたように、

厳しい話があったかも分かりませんが、その人の生活実態を聞きながら、どうし

ようかと、最終的に困っておられればどうするかということで相談も乗っており

ます。 

また、その人が多重債務などあった場合にはどうするかということで、その相

談方法ということで、相談にも乗っている状態であります。 

また、竜王町の良さということで、町内で知っている方、職員が知っている人

の方がいいという、そういう場面もございますが、特にこの税の徴収につきまし

ては、知らない方がいいと。特に税につきまして感情が入ると、かなり難しいも

のがございます。これにつきましては。私もここに昨年４月から来まして、特に

税の処理につきましては、知り合いがいるとなかなかやはり、正規に納めてくだ

さっている人との差がどうしても出てくるということがありますので、これにつ

きましてはなかなか難しい問題がございますが、やはり知らない人の方がいいの

かなということで、ただし、そこにいろいろな人の話を聞きながら、その生活実

態を確認して次にいくことを考えております。 

プライバシーの保護につきましては、これにつきましては今現在カウンターで

しておりますが、その人がどうしてもここでは嫌ですと、違うところで話をして

ほしいということがありましたら、個室の方に行きながら話を進めているのが現

状でございます。すべてあの場所でやっているわけではございませんので、ご理

解いただきたいと思っています。以上で、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 私は、そうじゃないと思うのですよ。よく知っているから、難

しいという面は確かにあると思うのです。けど、知っている人が言ってくれる。

もちろん徴収するのですから、お金をほしいということがここにあるわけですよ。

けど、やはり、その人に寄り添って丁寧な対応をしようと思うと、やはり知って

いる者の方がいいはずなんですよ。 

全然どこの誰かも分からない人が目の前にいて、パッパッパッパッと言ってく

るから、逆に反感を持って、「なんやこの人、どこの人やろ、なんでこの人にこ

んなこと言われんならんのやろ」と思いながら聞くのですよ。言葉そのものは丁
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寧だけども、早口できついと、響いてきますよ。自分が町の職員で税の徴収係だ

という責任を持って対応するというのは、むしろ知っている人が対応して徴収で

きたら、その人はもっと評価してあげないといけないと思うのですよ。「あの人

知っているから嫌や。あなたが行ってよ」ではだめですよ。 

ただ、県の徴収チームは先ほど聞いていると、チームを組んで県の方がリード

的な役割を果たすみたいな感じですね。だから、私も対応に出てきたのは２件あ

りましたけども、２件とも県の職員さんでしたから。そういうものなのかなと思

いましたけども、やはり責任は、町の税金ですから、国保税ですから、町がちゃ

んと対応してほしいと思います。 

先ほどの税金の差し押さえの裁判を、少し研究してほしいと思います。あれは、

そういう形ですることはよくないということが証明された裁判なので。 

それからもう１つ、お話の中で聞いていたのは、ここでは嫌だと言えない人も

あるから、最初からやはり部屋に入ること。カウンターではやらないこと。あの

前に座ったら、何のためにここへ来ているかというのがすぐ分かるわけですよ、

上に書いてあるわけですから。何のために来ているか分かるわけですから、ちゃ

んと部屋を取ること、それはお願いしておきたいと思います。 

もう１つ、これが最後ですけども、私も実は３０年営業をしてきましたので、

その立場で言うのですけど、徴収は営業活動だと思って対応することが必要だと

思うのです。私たちも営業する場合は、「こんにちは。ちょっと近くまで来まし

たので寄りました。さよなら」、また「こんにちは。近くまで来ましたので寄り

ました」、これを回を重ねて結果に結びつけるのですよ。その間に、「どういう趣

味を持っておられますか」「どういうことをいつもされているのですか」「そうな

んですか」と、そしてまたその人に合う情報を持って行くのですよ。「手芸が好

きなんです」と言われたら、「こんな本がありましたら持ってきました」みたい

なことをしながら、別にその人のところへ物を持っていけと言っているのではな

いですよ。そういうつながりで親密感が湧いてくれば、先ほどの話だったら、結

局徴収できないということになるのかもしれないですけれども、その中で納税の

意義を教育するのですよ。「教育」という言葉はよくないかも知れないのですけ

ども、「納税は義務なんよ」という、「義務やんか！」と言うのではなくて、納め

てもらって、それがこういうことに使われているのだという、そういう、繰り返

し繰り返しの説得、納得いく話の中でその気になるという部分もあると思うので

す。払えないという状況の人はもちろんありますよ。でも、そういう話を絶えず
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していくことで、この税金はどういうことに使われているのかという話も含めて、

そういう粘り強いものがあると思うのですよ。今期回収したのが３,０００万円

だとか１,３４６万円だとか３,５１７万円とか、よくやったなと思いますけど、

やはりそこに当たらない部分については、そういう努力も必要だということを言

っておきたいと思うのです。 

大変な仕事だとは十分分かっています。十分分かりますけど、そういう努力は

やはりしてもらうべきだと思っていますので、今後この徴収チームあるいは町の

滞納整理について、どういう方向を持っているのか。当初に話がありましたけど

も、私が提案した中身について、こういうふうに改善していくという思いがあれ

ば、お聞かせいただいて、最後の質問にしたいと思います。 

○議長（寺島健一） 田中住民税務課長。 

○住民税務課長（田中秀樹） 若井議員さんからの再度の質問ということで、今後の

徴収の取り組みというとこであります。 

今、いろいろなお話をいただきました。特に一番大きいのは、納税者の気持ち

になって親身に聞いてほしいと、そして窓口ではやはりきちんと対応しながら、

出会って納税意識を伝えるとかいうことを聞いております。 

当然、税につきましては地方税法とか国税徴収法に基づいてやっております。

ただ、硬く言えばそういうふうになるのですが、やはり税は納めていただくとい

うことがございます。今お話を聞きましたことも踏まえながら、今後対応してい

きたいと思っております。 

それではどうしていくかということは、とりあえず今、粛々と徴収をするので

すが、今いただきましたいろいろな質問とか意見につきましても加味しながらと

いうことで考えておりますので、ご理解いただきますようによろしくお願いしま

す。 

○議長（寺島健一） 青木副町長。 

○副町長（青木 進） ただいま若井議員さんの再々質問に対して、担当課長の方か

らお答えを申し上げたところでございますが、若井議員さんがご提言いただいて

いることも踏まえて、何点かお答えを申し上げたいと思います。 

１つは職員の関係でございますが、今回、共同徴収チームは滋賀県から２名来

ていただいているわけでございますが、併任の竜王町の職員として併任辞令を出

させていただいておりますので、考え方としては町の職員というような考え方も

いたしております。 
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ただ、この共同徴収につきましては、滋賀県は町県民税の滞納整理を推進、徴

収率を上げようということで、当然、県の職員さんにあっては県税、あるいは町

の方であっては町民税ということで、その滞納整理に出向させていただいている

ところでございます。 

２点目といたしましては、議員ご指摘のように、滞納整理にあたっては町の職

員ということ、町内の職員が適当ではないかという提言でございますけども、や

はりこれは適材適所がございますけども、先ほど住民税務課長が申し上げました

ように、法的な手続きを粛々と進めるうえにおいては、なかなか顔見知りの職員

はかえってやりにくいというようなこともございまして、そういったことも含め

て、適材適所も含めて人事等の配置をしておりますので、ご理解のほどよろしく

お願い申し上げます。 

それともう１つは、議員は滞納整理については「営業」だということで、住民

の皆さんといろいろな話をする中で、納得をしていただいて税を納めていただく

という、「営業」という言葉を使われたわけでございますが、最近では、滞納整理

については町の方では訪問はいたしておりません。納税相談だけは、今、議員が

ご指摘のようなことを含めて、親切丁寧に答えるということはしておりますが、

それぞれ滞納の納税義務者の方のお宅へ訪問して税金を納めていくような手法は、

今現在取っておりません。そういう意味では、納税相談にきっちり対応させてい

ただいて納めていただくということを進めておるところでございます。 

もう１つは、これはよその他県でも例がございますが、やはり税を納めない、

滞納をすると延滞金も含めて相当、行く行くは負担になりますよと、延滞金でも

年率１４.６％ですが、少し納めていただけないと、本税に対して相当な延滞金が

かかるということで、やはり税金については納期にきちんと納めていただくよう

にお願いをしたいということで、町の「広報りゅうおう」を通じまして、税を納

めていただく意識のＰＲも努めておりますので、その辺をつけ加えて、ご答弁と

させていただきます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） ４点目です。住宅リフォーム助成の制度について質問をします。

この住宅リフォーム助成の制度については、何度も今までから質問しているとこ

ろです。 

住宅リフォーム助成制度は今、全国で導入され、利用する人も業者も大変好評

だと聞いています。３月４日付けでしたか、近江八幡市の住宅リフォーム助成制
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度が新聞に紹介されていまして、今数字は忘れましたけれども、かなり大きな予

算をつけて事業が進められていると聞いています。日野町でも、年度当初に申し

込みが殺到するということで、事業を受ける業者の方が組合をつくっているわけ

ですけど、その組合の方で事前に町民の案内ビラをつくって、業者団体の方が町

民に案内をするという役を買って出ています。竜王町でもぜひ通年の制度として、

しかも継続して取り組む事業として導入をお願いしたいものです。 

国会では、全国のこの制度導入に国が支援すべきだとの質疑があって、菅総理

はそれに答えて、「社会資本整備総合交付金を活用することができ、今後ともこ

のような取り組みを支援していく」と述べています。この社会資本整備総合交付

金は、平成２２年まで竜王町でもさかんに使ってきた、あのまちづくり交付金に

代わって登場した交付金であります。交付率は４５％、財政担当はこの交付金に

ついて、ご存じなのかをお伺いしたいと思います。 

既に予算の提案をされたときにこの原稿を出しているわけですから、予算の中

でこの情報が生かされないものなのかをお伺いしたいと思います。これは予算が

通ったあとでも補正ということはあり得るわけですから、ぜひ生かしてほしいと

いう立場で質問をします。 

日野町では、どの担当者も国の補助金についてあらゆるアンテナを立てて、既

に予算化している事業についても、国や県からの補助金・交付金で町負担を減ら

すような努力をしているというふうに、課長が話をしてくれました。県庁へはお

金を探しに行くくらいのつもりをしていますと、こんなことも話しています。こ

のような取り組みを竜王町でもされているのか、あわせてこの交付金を活用して

住宅リフォーム助成制度をつくっていただきたいものですが、ご所見をお伺いしま

す。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 若井敏子議員からの「住宅リフォーム助成制度につい

て」のご質問にお答えいたします。 

この住宅リフォーム助成制度の導入にあたって、国は「社会資本整備総合交付

金を活用することができ、支援していく」としていますが、この交付金について

は、メニュー化されている基幹事業とその計画の効果が見込める効果促進事業の

２つの大きな事業で、社会資本総合整備計画を立て事業を行っていくこととされ

ています。竜王町においては、地域住宅支援分野においての基幹事業となる公営

住宅の整備等がなく、効果促進事業のみでは交付対象にはならない状況でありま



 - 159 - 

す。 

そうした中、住宅に対しての助成については、国・県の補助金を活用し、個人

の木造住宅の耐震改修の助成を継続し、平成２１年度には経済対策として住宅リ

フォーム助成制度の取り組みをさせていただいたところであり、平成２２年度お

よび平成２３年度については、プレミアム商品券の対象事業として実施し、町内

の商工業の活性化を図っております。 

また、事業の予算化にあたり、国・県による補助金等で町負担を減らす努力を

しているのかというご質問ですが、竜王町においても当然、国・県に対し補助金・

交付金が受けられるかを相談・協議させていただきながら進めております。例え

ば、まちづくり交付金の活用につきましては、まさに個々の事業では補助メニュ

ーがない事業でも、中心核整備という目標のもと分野を越えた横断的な取り組み

を行い、交付金を活用する中で町負担の軽減を図っております。以上、若井議員

のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） こういう事業があって、こういう補助金が出るから、調べてほ

しいということをお願いしたのは、もうほとんど議会が始まる寸前だったので、

それから調べてもらった結果、「これはメニュー化されているもので、大きな計

画がなければ、その部分に使えない」みたいな言い方だったのでしょうか、今の

説明は十分メモしきれなかったのですけれども、そうしたら、いろいろなところ

が手元に持っているのも、その交付金をもらっているのが５２件出ているのです

けれども、ほかのところはそういう計画を立てるのですよね。だから、まちづく

り交付金でもそういう計画を立てて、その補助金をもらったわけでしょう。だか

ら、この補助金をもらって住宅改修の事業をしようという方向さえあれば、それ

に見合ったような計画を立てるということではないのかなと思うのです。 

確かに、全国でこの交付金を使って住宅リフォームをしているところが５２件

手元にあるのですけれども、ほとんど耐震化とかバリアフリー化とかがかかって

いるというのがあります。障がい者向け住宅改良とか。けれども、それとは全然

関係なくて、今、日野町がやっているみたいな住宅リフォーム資金の助成、住宅

リフォーム工事費用の助成、住宅リフォーム支援、民間住宅リフォーム助成とい

う、民間住宅リフォームというのはたくさんあります。あるのです、条件が非常

に、この交付金をもらおうと思ったら事業計画は難しいみたいな話だったのです

けれど、高齢者にやさしいどうとか、障がい者がどうとか、耐震だとか、そうい
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ったことがない事業で受けているところもあるわけですから、これはやはり研究

する必要があると思うのです。 

実際、日野町も研究されているのです。それがどういう結論になっているのか

は知らないですけれども、担当はぜひその辺とも話をして、国の交付金というの

は、出さないために予定しているわけではないでしょう。出すために提案してい

るわけですから、一定、乗り越えなければならないものもあるかも知れないです

けれども、やはりきちんと研究してもらうことが大事だと思うのです。 

全国でこの交付金を使って住宅リフォーム助成をしているわけですから、第一、

住宅リフォーム助成制度に対する認識が、「そんなもんええわ」と思っているか

ら、そういう結果になるのではないのかなと思うのです。もうしょっちゅう、「プ

レミアム商品券がそれに代わる事業」みたいな言い方をされるのですけども、今

震災があったのですけれども、岩手県の久慈市、被害のあった所ですけど、５０

万円以上の工事に対して５％の商品券を交付しているというのがあります。奥州

市では３０万円以上の工事に対して１割の地域商品券を交付していると。１,０

００円とか２,０００円とかの話ではないでしょう。本当に住宅リフォーム助成

制度が、先ほど内発的な活性化という質問もありましたけれども、町内の業者さ

んが元気になる、町内の事業者が元気になる、町民が元気にならなかったら、経

済は活性化しないのですから、そこらあたりに焦点を合わせて、こういう取り組

みをしようとするかどうかの問題なのです。これは、私は、するかどうかだけの

問題だと思っているのです。する気がないから、こういう答弁が出てくるのだと

いうふうに思っていますが、そうではないですか。再質問です。 

〇議長（寺島健一） 小西産業建設主監。 

○産業建設主監（小西久次） 若井議員さんの再質問にお答えさせていただきたいと

思います。 

住宅リフォームの助成制度でございます。これは、国の制度ということでなっ

ております。今ご指摘ありましたように、その気がないから補助があってもでき

ないのではないかというご質問でございますけれども、実は私どもの方で議員か

らいただいた資料をもとにしていろいろ調べさせていただきました。前回もお答

えさせていただいたと思いますけども、基本的に国の助成制度、これは国の制度

が２３年度から、社会資本整備総合交付金が２３年度から、いろいろな事業があ

ったわけでございますけれども、地域自主戦略交付金、社会資本整備総合交付金

が変わりまして、今言いましたように地域自主戦略交付金ということで、仮称で
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ございますけれども、自治体の創意工夫が活かせる総合的な交付金ということで、

これは住宅だけでなしに道路・港湾・治水・下水・都市公園等々の制度で、これ

が国として２３年度から設けられたものでございます。 

しかるに、このリフォーム制度でございますけれども、前回申し上げたわけで

ございますけれども、基本的にこの社会資本整備総合交付金につきましては、基

本的な仕組みということで、自治体がそれぞれの目標実現に向けまして、その社

会資本総合整備計画を作成して国に提出するということで、基本的には概ね３年

か５年ということでございます。 

その基本的な部分での住宅分野でございますけれども、住宅分野につきまして

は、自治体が主体となりまして公営住宅の建設や面的な居住環境整備等の住宅施

策を、自主性と創意工夫を活かしながら総合かつ計画的に推進するための制度と

いうものでございます。これについては、先ほど申しましたように交付金対象事

業ということで、基幹事業と提案事業がございます。基本的に基幹事業というも

のは公営住宅・地域優良賃貸住宅の整備、既設公営住宅の改善、関連公共施設の

整備、住宅建築物の耐震診断・耐震改修等という基幹事業でございます。 

また、提案事業につきましては、自治体独自の提案による地域の住宅施策実施

に必要な事業等ということで、例えば民間住宅のバリアフリーの改修、公営住宅

等と社会福祉施設等の一体整備、住宅相談、住情報の提供というふうな提案事業

を考えよということで、国の方は制度化をされております。 

しかしながら、前回申しましたけれども、基本的にこの基幹事業なり、それか

ら提案事業がございますので、これをもとにして計画を立てなければいけないと。

ところが、竜王町には公営住宅等というふうな部分はございません。ですから、

どうも研究いたしますと、基本的にこれは竜王町は該当しないのではないかと。

基本的に補助の４５％の助成はありますけれども、該当しないのではないかとい

うことで、実は県ともお話もさせていただきました。 

しかしながら、滋賀県下でやっているかということを見ますと、今現在２２年

度では５市３町の住宅リフォーム制度の取り組みもされているということもお

聞きしております。しかしながら、特に滋賀県下におきましてはこの国の補助事

業がなかなかないと。先ほどおっしゃいました全国的には５２の案件がございま

す。これは、先ほど言われましたような例も載ってございます。そういうような

ものでやっておられるわけでございます。 

しかしながら、当然、先ほども申しました２３年の予定としては、地域の優良
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賃貸住宅制度というのは、１つは先ほど言いましたように、地方公共団体が国か

ら支援を受けて住宅を供給する施策と、それから高齢者等の居住安定化推進事業

というものもございます。これは、国交省のホームページにもありますし、制度

的にもあるということもお聞きしております。ただ、民間が例えば高齢者住宅の

整備をするためにそういうふうな補助があるかと、そういう部分もございます。 

そういうようなところで、特に竜王町といたしましては、そういうふうな部分

でないので、該当しないのではないかなという県の指導もお話もさせていだたい

てございます。そういう意味で、特に先ほど申しました近江八幡市と日野町の例

を出されました。これについては、市が独自にやられているということもお聞き

しております。そういうようなことで、２２年度については５市３町が実施され

て、あとの部分については実施されていないということでございます。 

しかしながら、特にいろいろお聞きをしますと、滋賀県下でもある一定の住宅

リフォーム助成制度については目的を達したのではないかなということを言っ

ている自治体もございます。しかしながら、竜王町の場合は、先ほどからプレミ

アム商品券に代えさせていただいたということでございます。特に私どもの方は、

このプレミアム商品券についても、例えば住宅改造についても利用してください

というようなことも、商工会さんを通じてお願いをしておりますので、その辺、

竜王町としてはそういうふうな制度的に切り替えをさせていただいたものでご

ざいますので、もう少し勉強しろというご指摘だと思いますけれども、特に情報

につきましては県なり国の方からいただいて、そして取り組みをしていただきた

いなということも考えておりますけれども、そういうようなことも踏まえまして、

今後にも検討していきたいと思いますけれども、先ほど申しましたように、住宅

リフォームにつきまして、竜王町といたしましては住民の多くが利用していただ

けるプレミアム商品券の方に代えさせていたただいたということでございます

ので、ご理解をいただきたいと思います。以上、お答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） これではいかんのですけれども、実際、交付金がどういう形で

出るのかとかいう詳しい中身は、私も十分調べていませんし、該当しないという

お話だったので、それならやはり住宅リフォーム制度はしないつもりをしている

のかと、「そんなもの意味ないわ」と思っているのかと。ましてや、県下５市３

町でやっているけど、これもほぼ目的を達成したと。よそのまちがやっているこ

とで目的が達成されても、自分のところは何もしないで「目標は達成された」は
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ないだろうと、私自身は思っているところです。 

何度も言いますれども、プレミアム商品券で住宅リフォームに使ってください

なんて、１人５,０００円しか買えないのですよ。１人に５,０００円しか買えな

いのに、５０万円の仕事、５００万円の仕事をするのに、１,０００円補助して

もらっても、話にならないではないですか。それを住宅リフォームに使えという

のは、二度と言ってほしくないです。何回も言われましたけど、二度とその話は

出さないでください。そんなもの何もならないのですから。 

それと、やはりプレミアム商品券も、議会の予算の中でも質問しましたけど、

本当にどんな効果があるのかといえば、住宅リフォームは本当に効果があるので

すよ、その関係の事業者に直接仕事が入ってくるわけですから。だから、近江八

幡市も予算を増やしてやっているのですよね。日野町もそうでしたよね、一番最

初やられたときはもう、すぐなくなって、すぐに２倍の予算にされたのですけど

も、そういう効果があるのだということ。しかも、業者が本当に喜んでいるのだ

と。その業者が本当に「このまちにいてよかった」という話になっているわけで

すから、そういうところをやはり加味して、やった結果、成果が出てきたと言わ

れたら分からないこともないですけども、緊急対策でちょっとだけやって、効果

が出てきたと言われたのでは、たまったものではないなと思いますから、「検討

しますけれども」と、「けれども」とおっしゃいましたけれども、検討してもら

うと、そのことについてはよろしくお願いしたいと思います。次に行きます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 最後の質問です。「合併浄化槽の水質検査に補助を」というこ

とで、下水道の普及が進んでいる中、今でも合併浄化槽を使っている家庭が町内

にあります。合併浄化槽を設置している家庭には、浄化槽法によって法定検査が

義務づけられています。法律の第７条では設置時の検査が、第１１条では毎年１

回の定期検査が規定されています。 

そこで伺いますが、現在合併浄化槽を使っておられる家庭は何戸あるのかとい

うことと、法定検査の必要性、法律の趣旨について、お伺いをしたいと思います。

法定点検の実施状況と、町としてその法定点検についてどのように対応をされ

ているのかについても、お伺いをします。 

私は、全国的にもこの検査の実施が不十分なことから、しかし、万が一とい

うことを考えると、法定検査がされていないということになると大変な問題でも

あることから、町として補助金を出してはどうかと考えるものです。旧の安土町
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は全額町費負担でした。埼玉県の坂戸市では、検査料の半額補助を実施されてい

ます。全国の例に学んで取り組みを強化されることを求めるものですけれども、ご

所見を伺います。  

〇議長（寺島健一） 若井生活安全課長。 

○生活安全課長（若井政彦） 若井敏子議員の「合併浄化槽の水質検査に補助を」の

ご質問にお答えいたします。 

現在、竜王町内の家庭における浄化槽については、平成２３年２月末現在で３

１９基が設置されています。公共用水域等の水質の保全等の観点から、浄化槽に

よるし尿および雑排水の処理の適正化を図り、生活環境の保全および公衆衛生の

向上を目的に浄化槽法が施行されています。 

浄化槽法第７条では「設置後等の水質検査」について規定されており、環境省

で定める期間内に、「浄化槽管理者は、都道府県知事が指定した指定検査機関の

行う水質に関する検査を受けなければならない」と定めてられています。また、

環境省で定める期間は、同法施行規則第４条で「浄化槽の使用開始後三月を経過

した日から五月間」と定められています。 

浄化槽法第１１条では「定期検査」について規定されており、「浄化槽管理者

は、毎年１回、指定検査機関の行う水質に関する検査を受けなければならない」

と定められています。この第１１条検査は第７条検査後となります。 

第７条検査は浄化槽が適正に設置されているか否かを判断するための検査で、

第１１条検査は、法第１０条「浄化槽管理者の義務」について規定されている保

守点検および清掃が法律で規定される技術上の基準に基づいて実施され、浄化槽

の機能が正常に維持されているかどうかについて検査するもので、すべての浄化

槽が検査の対象となっています。浄化槽管理者が保守点検・清掃・法定検査を適

正に行うことによって、浄化槽法第１条の目的に資するものと考えます。 

本町内に設置されている浄化槽の法定検査の受検状況でございますが、指定検

査機関である滋賀県生活環境事業協会からの報告では、平成２１年度末の状況で

ございますが、第７条検査の受検率が１００％で、第１１条検査の受検率が３７.

６％となっており、滋賀県平均の２２.２％を上回っているところでございます。 

浄化槽管理者にあっては、浄化槽の設置届出時に保守点検および清掃の励行、

法定検査を受検することについて誓約をしていただいていますが、受検状況が十

分でないことから、日常の保守点検および清掃、法定検査が義務づけられている

ことについて、町広報を活用して啓発推進しております。また、今年度に入り、
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指定検査機関とも連携し、県との連名にて、未受検者に対し、法定検査の必要性

と受検依頼について個々に通知してまいりました。その結果、平成２３年２月末

現在で４７.８％の受検率となってございます。 

浄化槽は、年々改良が加えられ、その処理機能は他の汚水処理施設と比べても

遜色のない水準にまで技術的な進歩が図られていますが、日常の適正な維持管理

が確実に行われなければ、その機能は発揮できません。水質検査は法律に基づき

義務化されたものであり、浄化槽管理者が責任をもって実施していただくもので

あると認識をしているところでございます。 

ご紹介いただきました埼玉県坂戸市では、法定検査手数料の一部補助について

制度化されてございますが、本町においては同補助金の制度化については考えて

おりませんが、公共用水等の水質の保全等の観点から適正な維持管理に努めてい

ただくよう、今後においても指定検査機関とも連携しながら、浄化槽管理者の皆

様にご理解とご協力について周知させていただきたいと考えております。以上、

若井議員のご質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 改善策として広報などで徹底をした結果、３７.６％が４７.８％

になったと。３１９基あって、それでも半分なんですね。法定検査がなぜ必要な

のかという話でお答えいただいてる法律の趣旨から言えば、半分で、それでいい

ですよという話ではもちろんないわけで、どうして１００％にするのかという、

県平均が２２.１％だから構わないという話では当然ないわけで、どうしてする

のかという話のときに、町としての補助を出したらどうかという話をしているわ

けですけれども、今期議会で予算等の審議をする中で、庁舎の下水はどうしてい

るのかという話があって、それはつないでいないのですと、単独でやっているの

ですという話だったのです。それはなぜという話で聞くと、合特法の関係でその

業者の方に回す仕事が必要なんだという話がありましたよね。 

それなら、庁舎の方は下水につないでも、合併浄化槽を使っている人たちがそ

れができないところなわけですから、ここの検査等の経費を合特法の代替業務と

いう形でお願いして、それを町が負担すればどうだろうかなと。半分という話に

なるのか、半分だったら半分しか仕事を渡したことにならないですね。だから、

全部補助して、そういうことは考えられないのでしょうか。 

１００％にする必要があるという、今年は４７.８％で来年どうなるのかという

ことも当然あるわけですから、なかなか１００％にならない、一生懸命進めてい
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ますというのでは、あんな災害みたいなことがあった時には本当に大変なことに

なってしまいますから、法の精神から言えば、１００％にすることが大事なわけ

ですから、安土もそういうことをやっていた時期があるわけですから、できない

ことではないのかなと思うのですが、そういうことは「考えていません」と先ほ

ど言ってしまわれましたから、なんかもう１回聞くのはどうなのかなと思います

けれども、もう１回考え直してもらえませんか。その辺をよろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 若井生活安全課長。 

○生活安全課長（若井政彦） 若井敏子議員の再質問にお答えをいたします。 

確かに町の方では合特法の関係もあり、業者にということでございます。この

浄化槽の検査につきましては、それぞれ浄化槽そのものが、先ほども申し上げま

したが、それぞれがやはり管理者において日常からの管理をしなければならない

ということで、特に保守点検につきましては、機能が正常に保持されるように点

検や掃除をやらなければならないと、そういったことでございまして、人間に置

きかえれば、いわば日常の健康管理に当たるのかなというふうに思いますし、定

期検査につきましては、正常な状態に維持するための点検ということで、人間に

置きかえれば健康診断に当たるのかなというふうにも思うところでございます。 

先ほど安土の例をご紹介いただきました。安土の場合には、面的事業と言いま

すか、町の方が主体になって整備をされたということだったというふうに思いま

す。そういった意味では、組合なんかをつくられてそういった運営をされるとい

うことで、受検率が高くなるということでございまして、浄化槽につきましては

なかなか個人さんがまだまだ理解がいただいてない部分もございますので、そう

いった意味ではご理解をいただくよう、十分な啓発に努めてまいりたいというふ

うに思っているところでございます。 

未受検者の方々の話の中で、日常の保守点検や清掃を実施しているが、法定検

査があると、そういったことを知らなかったと言われた方もたくさんございまし

たし、さらにまた浄化槽の水が公共下水道に流れていくのだというふうに思って

いたと言われる方も現におられました。そういった意味では、住民の皆さんに、

浄化槽についてのご理解をいただくためにも、十分な啓発等を今後も努めてまい

りたいなというふうに考えておりますので、ご理解をよろしくお願いしたいと思

います。以上、回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 押し問答になりますから、やっても仕方がないのかも知れない
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ですけれども、健康診断に例えられまして、健康診断は補助が出ていますね、国

保の人とか。そうすると、やっぱり浄化槽の健康診断も補助してもらってもいい

のではないでしょうかね。 

これはもちろん健康診断の補助も一朝一夕にできたものではなくて、住民さん

のいろいろな願いとか、議員もがんばって「健康診断に補助を」という話をした

結果、そういう制度ができたのだと思いますので、浄化槽についての補助も、こ

れから何回も何回も言いながら、ぜひお願いしたいと思いますので、よろしくお

願いします。ありがとうございました。 

〇議長（寺島健一） これをもって、一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の議事日程は全部終了いたしました。これをもって本日の会議を

閉じ、散会いたします。 

大変ご苦労さまでございました。 

散会 午後６時１７分 


